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第 1 章   計画の策定にあたって 

 

 １ 計画策定の趣旨  

本市では、性別に関りなく個人が能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現

に向け、総合的かつ計画的に取り組むため、平成 14 年３月に「瀬戸市男女共同参画

プラン～トライアングルプラン～」を策定しました。その後、変化する社会情勢に対

応するため、平成 20 年３月に「改定版瀬戸市男女共同参画プラン」を、平成 24 年

３月には「第２次瀬戸市男女共同参画プラン」を策定し、男女共同参画社会の実現を

目指した取り組みを進めてきました。 

しかしながら、依然として根強い固定的性別役割分担意識など男女共同参画に関す

る様々な課題が残る中、社会は本格的な少子高齢化の時代に入り、世帯構成の変化や

地域経済の担い手不足、貧困格差の拡大など、新たな局面を迎えています。 

このような中、国は平成 25 年 6 月に成長戦略の柱の一つに「女性の活躍」を位置

づけ、平成 27 年 8 月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」を制定

し、女性活躍が経済の持続的発展に不可欠であることを明示しました。 

本市の最上位計画である「第 6 次瀬戸市総合計画」に掲げる都市像「活力ある地域

経済と豊かな暮らしを実感できるまち」の実現においても、女性の活躍を重要な取り

組みの一つに位置づけています。 

このたび、平成 28 年度で第２次瀬戸市男女共同参画プランの計画期間が満了とな

ることから、これまでの取り組みを継承するとともに、本市の現状と特徴を捉え、新

たな課題に的確に対応し、時代に沿った女性活躍と男女共同参画に関する取り組みを

推進するため、「トライアングルプランⅢ（瀬戸市女性活躍推進計画・第３次瀬戸市男

女共同参画プラン）」を策定します。 

 

 

 

 
家庭・地域・職場の３点を結ぶ 

トライアングルプラン 
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 ２ 男女共同参画に関する社会の動向  

 

 世界の動き 国の動き 県の動き 市の動き 

1975年 

（昭和50年） 

・「国際婦人年世界会
議」（メキシコシティ
ー）、「世界行動計画」
採択 

・国連総会「国連婦人
の 十 年 （ 1976 ～
1985）」を決定 

・「婦人問題企画推進本
部」設置、「婦人問題
企画推進会議」開催 

 

  

1976年 

（昭和51年） 

 ・「育児休業法（女子教
育職員、看護婦、保
母等）」の施行 

・総務部に青少年婦人
室を設置 

 

 

1977年 

（昭和52年） 

 ・婦人問題企画推進本
部「国内行動計画」
決定 

・労働省「若年定年制・
結婚退職制等改善年
次計画」策定 

・総理府婦人問題担当
室「国内行動計画前
期重点目標」発表 

  

1978年 

（昭和53年） 

  ・「愛知県地方計画・推
進計画'78～'80」に
婦人の項目を設ける 

 

1979年 

（昭和54年） 

・「国連婦人の十年ＥＳ
ＣＡＰ地域会議」（ニ
ューデリー）開催 

・国連総会「女子に対
するあらゆる形態の
差別の撤廃に関する
条約」採択 

・法務省「相続に関す
る民法改正要綱試
案」公表 

  

1980年 

（昭和55年） 

・ＯＥＣＤ「婦人の雇
用に関するハイレベ
ル会議」開催 

・「国連婦人の十年 1980
年世界会議」（コペン
ハーゲン）開催 

・「女子差別撤廃条約
（略称）」の署名式 

・「女子差別撤廃条約」
署名 

 

  

1981年 

（昭和56年） 

・ＩＬＯ総会「男女労
働者特に家族的責任
を有する労働者の機
会均等及び均等待遇
に関する条約」及び
「同勧告」を採択 

・「女子差別撤廃条約」
発効 

・「民法及び家事審判法
の一部を改正する法
律」施行 

・婦人問題企画推進本
部「婦人に関する施
策の推進のための国
内行動計画後期重点
目標」決定 

  

1982年 

（昭和57年） 

 ・「国民年金法等の一部
を改正する法律」成
立 

・「第５次愛知県地方計
画」に婦人部門を位
置づける  

 

1983年 

（昭和58年） 

    

1984年 

（昭和59年） 

・｢国連婦人の十年ＥＳ
ＣＡＰ地域会議｣（東
京）開催 
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 世界の動き 国の動き 県の動き 市の動き 

1985年 

（昭和60年） 

・｢国連婦人の十年世界
会議｣開催 

・西暦 2000年に向けて
のナイロビ将来戦略
採択 

・「国籍及び戸籍法の一
部を改正する法律」
施行 

・「男女雇用機会均等
法」成立 

・「女子差別撤廃条約」
批准 

  

1986年 

（昭和61年） 

 ・男女雇用機会均等法
施行 

  

1987年 

（昭和62年） 

 ・婦人問題企画推進本
部「西暦 2000年に向
けての新国内行動計
画」策定 

  

1988年 

（昭和63年） 

    

1989年 

（平成元年） 

  ・｢あいち女性プラン」
策定 

 

1990年 

（平成 2年） 

・ナイロビ将来戦略見
直し勧告採択 

   

1991年 

（平成 3年） 

 ・育児休業法成立 
・「西暦 2000 年に向け
ての新国内行動計
画」第一次改定 

・女性総合センター基
本計画策定 

 

1992年 

（平成 4年） 

 ・育児休業法施行   

1993年 

（平成 5年） 

・「世界人権会議」開催
（ウィーン） 

・中学校の家庭科の男
女必修、実施 

・「短時間労働者の雇用
管理の改善等に関す
る法律（パートタイ
ム労働法）」成立（12
月施行） 

・「審議会等委員への女
性の登用推進要綱」
制定 

 

 

1994年 

（平成 6年） 

 ・高等学校の家庭科の
男女必修、学年進行に
より実施 

・男女共同参画室設置、
男女共同参画審議会
設置 
・男女共同参画推進本
部設置 

・「あいち農山漁村女性
プラン」策定 

 

・「女性問題に関する職
員意識調査」実施 

・「女性のつどい」（後
の男女共同参画フォ
ーラム）事業開始 

1995年 

（平成 7年） 

・「第４回世界女性会
議」（北京）開催、「北
京宣言」及び「行動
綱領」採択 

・ILO156 号条約（家族
的責任を有する男女
労働者の機会及び待
遇の均等に関する条
約）批准 

・「育児・介護休業法」
成立 

  

1996年 

（平成 8年） 

 ・「男女共同参画ビジョ
ン」答申 
・「男女共同参画 2000
年プラン」策定 

 ・男女共同参画情報誌
「WINDY」創刊 

1997年 

（平成 9年） 

 ・男女共同参画審議会
設置法施行 

・「男女雇用機会均等
法」一部改正 

・女性問題懇話会「あ
いち女性プラン」見
直しの基本方向につ
いて提言 

・「あいち男女共同参画
2000年プラン」策定 

 

1998年 

（平成10年） 

  ・「愛知 2010 計画」策
定（分野別計画に男
女共同参画を位置づ
け） 
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 世界の動き 国の動き 県の動き 市の動き 

1999年 

（平成11年） 

 ・「男女共同参画社会基
本法」成立（平成 13
年 1月同法施行） 

  

2000年 

（平成12年） 

・国連特別総会「女性
2000年会議」開催（ニ
ューヨーク国連本
部）、「政治宣言」及
び「成果文書」を採
択 

・「ストーカー規制法」
施行 

・「男女共同参画基本計
画」策定 

・男女共同参画懇話会
提言「21 世紀初頭の
男女共同参画新プラ
ンの基本方向につい
て」 

 

2001年 

（平成13年） 

 ・男女共同参画会議設
置 

・内閣府に男女共同参
画局が新設 

・「配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保
護に関する法律」成
立、一部施行（平成
14年４月完全施行） 

・「あいち男女共同参画
プラン 21～個性が輝
く社会をめざして
～」策定 

 

・瀬戸市男女共同参画
に関する市民意識調
査実施 

2002年 

（平成14年） 

  ・愛知県男女共同参画
推進条例施行 

 

・「瀬戸市男女共同参画
プラン～トライアン
グルプラン～」策定 

2003年 

（平成15年） 

 ・「母子及び寡婦福祉法
等の一部を改正する
法律」施行 

・「次世代育成支援対策
推進法及び少子化社
会対策基本法」成立 

 ・「女性の悩みごと相
談」窓口開設 

2004年 

（平成16年） 

 ・「配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保
護に関する法律」一
部改正（12月施行） 

・「育児・介護休業法」
改正（平成 17年４月
施行） 

・「あいち農山漁村男女
共同参画プラン」策
定 

 

2005年 

（平成17年） 

・国連婦人の地位委員
会「北京＋１０」開
催（ニューヨーク国
連本部） 

・「改正育児・介護休業
法」施行 

・女性の再チャレンジ
支援策検討会議「女
性の再チャレンジプ
ラン」策定 

・「男女共同参画基本計
画（第２次）」閣議決
定 

・「あいち子育て・子育
ち応援プラン」策定 

・愛知県特定事業主行
動計画「職員の子育
て応援プログラム」
策定 

・「配偶者からの暴力防
止及び被害者支援基
本計画」策定 

・「瀬戸市付属機関等の
設置及び運営に関す
る指針」施行 

2006年 

（平成18年） 

・第 50回国連婦人の地
位委員会開催（ニュ
ーヨーク国連本部） 

・「男女雇用機会均等
法」改正（平成 19 年
４月施行） 

・「女性の再チャレンジ
支援プラン」改定 

・「あいち男女共同参画
プラン 21～個性が輝
く社会をめざして
～」改定 

 

2007年 

（平成19年） 

・第 51回国連婦人の地
位委員会開催（ニュ
ーヨーク国連本部） 

・「配偶者からの暴力防
止及び被害者の保護
に関する法律」一部
改正（平成 20年 1月
施行） 

・「仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・
バランス）憲章」及
び「仕事と生活の調
和推進のための行動
指針」策定 

・愛知県少子化対策推
進条例施行 

 

・瀬戸市男女共同参画
に関する市民意識調
査実施（市民・事業
所） 

2008年 

（平成20年） 

・第 52回国連婦人の地
位委員会開催（ニュ
ーヨーク国連本部） 

 

・男女共同参画推進本
部決定「女性の参画
加速プログラム」 

・次世代育成支援対策
推進法改正（平成 21
年 4月施行） 

・「配偶者からの暴力防
止及び被害者支援基
本計画（2次）」策定 

・「男女共同参画に関す
る意識調査」実施 

・「改定版瀬戸市男女共
同参画プラン」策定 

・デート DV実態調査実
施（大学コンソーシ
アムせと施策協働） 
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 世界の動き 国の動き 県の動き 市の動き 

2009年 

（平成21年） 

・第 53回国連婦人の地
位委員会開催（ニュ
ーヨーク国連本部） 

   

2010年 

（平成22年） 

・第 54回国連婦人の地
位委員会（ニューヨ
ーク国連本部） 

・「第 3次男女共同参画
基本計画」閣議決定 

・「あいちはぐみんプラ
ン」策定 

 

 

2011年 

（平成23年） 

・「ジェンダー平等と女
性のエンパワーメン
トのための国連機関
（略称：ＵＮ Ｗｏｍ
ｅｎ）」正式発足 

 ・「あいち男女共同参画
プラン 2011－2015～
多様性に富んだ活力
ある社会をめざして
～」策定 

・瀬戸市男女共同参画
に関する市民意識調
査実施（市民・事業
所） 

2012年 

（平成24年） 

・第 56回国連婦人の地
位委員会「自然災害
におけるジェンダー
平等と女性のエンパ
ワーメント」決議案
採択 

 ・「あいち仕事と生活の
調和行動計画」策定 

・「第２次瀬戸市男女共
同参画プラン」策定 

2013年 

（平成25年） 

 ・「日本再興戦略」の中
核に「女性の活躍推
進」を位置づけ 

・「配偶者からの暴力防
止及び被害者の保護
等に関する法律」一
部改正（平成 26 年 1
月施行） 

・「配偶者からの暴力防
止及び被害者支援基
本計画（3次）」策定 

 

2014年 

（平成26年） 

・第 58回国連婦人の地
位委員会「ジェンダ
ー平等と女性のエン
パワーメント」決議
案採択 

 ・「男女共同参画室」を
「男女共同参画推進
課」へ 

・「女性の活躍促進監」
創設 

 

2015年 

（平成27年） 

・第 59回国連婦人の地
位委員会／「北京＋
20」記念会合 

・「女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関
する法律」成立 

・｢第 4次男女共同参画
基本計画｣閣議決定 

・「あいち  はぐみんプ
ラン 2015-2019」策定 

・「瀬戸市審議会等委員
への女性の登用促進
要綱」施行 

・瀬戸市男女共同参画
に関する市民意識調
査実施（市民・事業
所） 

2016年 

（平成28年） 

  「あいち男女共同参画
プラン 2020」策定 

・「瀬戸市長 女性の活
躍推進 行動宣言」
表明 

・「瀬戸市における女性
の活躍推進に関する
特定事業主行動計
画」策定 

・「瀬戸市女性活躍推進
及び男女共同参画審
議会条例」制定、審
議会設置 

・市長・副市長・市職
員部長職による「イ
クボス宣言」表明 
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 ３ 計画の性格と位置づけ 

本計画は、「男女共同参画社会基本法」第 14 条第３項に規定する「市町村男女共同

参画計画」に位置づけるとともに、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」

第６条第２項に規定する「市町村推進計画」である「瀬戸市女性活躍推進計画」、「配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」第 2 条の３第 3 項に規定す

る「市町村基本計画」である「瀬戸市ＤＶ対策基本計画」として位置づけます。 

また、本計画は、「第６次瀬戸市総合計画」を上位計画として、福祉・教育・まちづ

くりなどの各分野で定める個別計画との整合性・連携を図り策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

男女共同参画社会 
基本法 

 

 

 

女性の職業生活に 
おける活躍の推進に 

関する法律 
（女性活躍推進法） 

 

 

 

 

配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保
護等に関する法律 
（ＤＶ防止法） 

 

国 

 

第４次男女共同参画基本計画 

 

配偶者からの暴力防止及び被害者の保

護のための施策に関する基本的な方針 

女性の職業生活における活躍の推進に 

関する基本方針 

愛知県 

 

配偶者からの暴力防止及び
被害者支援基本計画（３次） 

あいち男女共同参画プラン
2020 

瀬戸市 

第６次瀬戸市総合計画 

瀬戸市子ども・子育て支援事業計画 
瀬戸市教育アクションプラン 
瀬戸市地域防災計画 
瀬戸市地域福祉計画 
瀬戸市障害者福祉基本計画 
瀬戸市老人福祉計画・介護保険事業計画 
いきいき瀬戸２１ 
瀬戸市特定事業主行動計画 
瀬戸市まち・ひと・しごと総合戦略 

など 

連携 

トライアングルプランⅢ 
（瀬戸市女性活躍推進計画・ 

第３次瀬戸市男女共同参画プラン） 
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 ４ 計画の期間 

計画期間は、平成 29 年度から 33 年度までの 5 年間とします。また、社会情勢の

変化や計画の進捗状況等により、必要に応じて見直しを行います。 

 

～ 

平
成
14
年
度 

19
年
度 

20
年
度 

21
年
度 

22
年
度 

23
年
度 

24
年
度 

25
年
度 

26
年
度 

27
年
度 

28
年
度 

29
年
度 

30
年
度 

31
年
度 

32
年
度 

33
年
度 

                

 

第２次 

瀬戸市男女共同参画プラン 

（第２次トライアングルプラン） 

 
トライアングルプランⅢ 

（瀬戸市女性活躍推進計画 

第３次瀬戸市男女共同参画プラン） 

 

 

見
直
し
・
策
定 

改 

定 

第１次 

瀬戸市男女共同参画プラン 

（トライアングルプラン） 

見
直
し
・
策
定 
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第 2 章   瀬戸市の現状と課題 

 

 

 １ 統計からみる瀬戸市の現状 

（１）人口・世帯の状況 

瀬戸市の総人口は、平成 21 年をピークに年々減少しており、平成 27 年には

130,883 人となっています。 

高齢化率は年々増加しており、平成 27 年には 27.7％となっています。 

また、男女比については大きな差異はないものの、年齢３区分別でみると 65 歳以

上で女性の割合が高くなっています。 

 

図 人口と高齢化の推移    図 年齢３区分別人口の男女比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年刊瀬戸市統計書（各年 10 月１日現在） 

133,136 132,723 131,975 131,455 130,883132,327 132,717 133,339 133,518 133,450

19.9 20.7 21.5 22.4 22.9 23.4 24.4
25.7

27.0 27.7

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

0.0

10.0

20.0

30.0

(人) (％)

133,450133,136132,723131,975131,455133,518133,339132,517132,327132,717
18.9 19.9 20.7 21.5 22.4 22.9 23.4 24.4 25.7 27.0040,00080,000120,000160,000200,000240,000

平 成 平 成 平 成 平 成 平 成

-20.0
30.0

総人口 高齢化率
51.050.844.649.2

49.049.255.450.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0
0.5
1
1.5

男性 女性

資料：平成 28 年刊瀬戸市統計書 

（平成 27 年 10 月１日現在） 

０～14歳
（16,991人）

14～64歳
（77,589人）

65歳以上
（36,303人）

合計
（130,883人）

51.0

50.9

44.6

49.2

49.0

49.1

55.4

50.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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0

20,000

40,000

60,000

平成１2年 平成17年 平成22年

単身世帯 夫婦のみ世帯

夫婦と子のみ世帯 ひとり親と子の世帯

その他

9,056 10,091 11,008

17,808 17,161
17,315

3,351 3,896
4,4516,000 5,770
5,112

46,240 47,766
50,216

12,33010,84810,025
0

20,000

40,000

60,000

平成１2年 平成17年 平成22年

（世帯）

9,056 10,091 11,008
17,808 17,161 17,315
3,351 3,896 4,4516,000 5,770 5,112

12,33010,84810,025

46,240 47,766 50,216

0

20,000

40,000

60,000

平成１2年 平成17年 平成22年

単身世帯 夫婦のみ世帯

夫婦と子のみ世帯 ひとり親と子の世帯

その他

（人）

 

瀬戸市の総世帯数は、平成 27 年で減少し 50,295 世帯となっていますが、一世帯

あたりの人員数は増加しており 2.6 人となっています。 

また、近年、高齢者夫婦世帯や高齢者単身世帯などの高齢者のみ世帯も増加してい

ます。高齢者単身世帯の男女比をみると、女性の高齢単身世帯の割合が高くなってい

ますが、年々男性の単身世帯の割合も増えています。 

夫婦の就業状況の割合をみると、夫婦ともに就業している共働き世帯の割合は、平

成 22 年で 47.1％となっており、愛知県よりやや低いものの、全国に比べ高くなって

います。 

 

図 世帯数と世帯あたり人員数の推移   図 高齢単身世帯の男女比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年刊瀬戸市統計書（各年 10 月１日現在） 

 

図 家族類型別世帯数の推移        図 夫婦の就業状況の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査         資料：国勢調査（平成 22 年） 

平成７年
（1,888世帯）

平成１2年
（2,615世帯）

平成17年
（3,188世帯）

平成22年
（4,369世帯）

20.7

23.6

25.6

27.8

79.3

76.4

74.4

72.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

53,453 53,263 53,420 53,713 50,29550,826 51,589 52,358 52,878 50,289

2.6 2.6 2.5 2.5 2.6
2.5 2.5 2.5 2.4 2.6

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

0.0

0.4

0.8

1.2

1.6

2.0

2.4

2.8

3.2

3.6

(世帯) (人)

50,28953,45353,26353,42053,71351,58950,82648,361 52,35852,8782.7 2.6 2.6 2.5 2.5 2.6 2.5 2.5 2.5 2.4

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000

平
成

 1
7年

平
成

 1
8年

平
成

 1
9年

平
成

 2
0年

平
成

 2
1年

平
成

 2
2年

平
成

 2
3年

平
成

 2
4年

平
成

 2
5年

平
成

 2
6年

0.00.40.81.21.62.02.42.83.23.6

総世帯数 世帯あたり人員数
51.050.844.649.2

49.049.255.450.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0
0.5
1
1.5

男性 女性

資料：国勢調査 

瀬戸市

愛知県

全国

19.4

16.7

20.2

47.1

47.5

45.4

33.6

35.8

34.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,00016,00018,000

平成12年 平成17年 平成22年

30.0
40.0
50.0
60.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

47.1

47.5

45.4

33.6

35.8

34.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0

1

1

2
共働き世帯

夫婦のどちらかが専業主婦・主夫

夫婦ともに働いていない
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（２）婚姻・出生の状況 

瀬戸市の男女の未婚率を平成 12 年と平成 22 年で比較すると、男性では特に 35

歳～44 歳で未婚率が 10％以上高くなっています。女性では 25～39 歳で未婚率が

高くなっており、特に 35～39 歳で約 10％高くなっています。 

また、瀬戸市の婚姻件数については、若干の増減はあるものの減少傾向となってお

り、離婚件数は横ばいとなっています。出生数は平成 22 年から減少傾向となってい

ます。 

図 男性の未婚率の推移   図 女性の未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

図 婚姻件数・離婚件数の推移   図 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年刊瀬戸市統計書 
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図 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県衛生年報 

※瀬戸市の平成 25、26 年は交流学び課調べ 
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（３）女性の就労の状況 

瀬戸市の 15 歳以上人口に占める労働力率は、女性が 48.4％、男性が 68.8％とな

っています。 

女性の労働力率は愛知県よりもやや低くなっています。 

 

表 尾張東部地域における労働力率の状況 

 

市町名 総人口 区分 

１５歳以上人口 

労働力

率 

（％） 

完全 

失業者 

（％） 
 

労働力人口 
非労働力 

人口 
総数 総数 就業者 

完全 

失業者 

瀬戸市 132,224 
男性 55,449 38,165 35,934 2,231 13,836 68.8 5.8 

女性 58,136 28,113 27,027 1,086 26,539 48.4 3.9 

日進市 84,237 
男性 34,647 25,510 24,522 988 7,751 73.6 3.9 

女性 35,015 17,102 16,558 544 16,607 48.8 3.2 

尾張旭市 81,140 
男性 33,018 23,925 22,714 1,211 7,306 72.5 5.1 

女性 35,110 16,902 16,215 687 16,411 48.1 4.1 

豊明市 69,745 
男性 29,790 21,154 20,071 1,083 7,356 71.0 5.1 

女性 29,722 14,533 14,042 491 14,096 48.9 3.4 

長久手市 52,022 
男性 21,216 16,079 15,409 670 4,487 75.8 4.2 

女性 21,419 11,057 10,688 369 9,870 51.6 3.3 

東郷町 41,851 
男性 17,364 13,071 12,397 674 3,974 75.3 5.2 

女性 17,085 8,677 8,323 354 8,182 50.8 4.1 

          

愛知県 7,410,719 
男性 3,122,087 2,293,508 2,162,937 130,571 674,713 73.5 5.7 

女性 3,161,443 1,579,921 1,513,237 66,684 1,439,548 50.0 4.2 

資料：国勢調査（平成 22 年） 
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産業の分野別では、第１次産業、第２次産業に従事する女性の割合は約３割となっ

ていますが、第３次産業に従事する女性の割合は約５割と高くなっています。 

 

図 瀬戸市の産業別就業者数の男女比 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 22 年） 

 

瀬戸市の女性の年齢別労働力率を平成 12 年と平成 22 年で比較すると、30 歳代を

底とするＭ字カーブが上昇しています。一方、20 歳代前半では労働力率が降下してい

ます。 

平成 22 年国勢調査における女性の労働力率を県や国と比較すると、大きな差異は

みられません。 

尾張東部地域の他市町と比較すると、30～39 歳の女性の労働力率は比較的高くな

っています。 

 

図 瀬戸市における女性の労働力率の推移   図 女性の労働力率の比較（全国・県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１次産業　 (405人）

第２次産業（20,258人）

第３次産業（37,998人） 50.2

69.7

70.4

49.8

30.3

29.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0
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0.4

0.6

0.8

1

1.2

男性 女性

70.3 72.8

67.9

40.3

14.2

60.1
66.4

68.7

16.0

54.9
59.8

62.9
68.7

72.3

70.3

15.2

62.4

46.3

59.4

69.8

63.9
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39歳

40～
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45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

65歳
以上

平成12年 就労力率

平成22年 就労力率

(％)

資料：国勢調査（平成 22年） 資料：国勢調査 
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表 女性の労働力率の比較 尾張東部地域 

 

 
15～ 

19歳 

20～ 

24歳 

25～ 

29歳 

30～ 

34歳 

35～ 

39歳 

40～ 

44歳 

45～ 

49歳 

50～ 

54歳 

55～ 

59歳 

60～ 

64歳 

65歳 

以上 

瀬戸市 15.0 63.9 69.8 59.4 62.9 68.7 72.3 70.3 62.4 46.3 15.2 

日進市 16.8 60.2 70.8 56.0 56.4 64.3 69.8 67.1 60.0 43.8 14.7 

尾張旭市 14.2 64.4 69.7 57.5 60.5 65.7 69.7 65.4 57.7 43.4 13.1 

豊明市 16.6 62.7 68.3 60.5 62.6 66.0 70.5 68.6 61.1 46.4 13.6 

長久手市 20.8 62.6 69.4 56.6 53.9 62.8 70.1 68.0 61.4 45.0 15.3 

東郷町 13.7 68.0 67.9 56.8 63.8 66.0 72.6 66.4 61.0 42.4 14.9 

資料：国勢調査（平成 22年） 
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（４）女性の参画の状況 

瀬戸市の審議会等委員に占める女性の割合をみると、平成 25 年まで増減を繰り返

しながら推移していましたが、平成 26 年には 23.7％に増加しました。 

しかし、国・県が 35％を上回っているのと比べ、瀬戸市は低い数値となっています。 

図 審議会等委員に占める女性の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：瀬戸市は庁内資料（各年４月１日）、愛知県は愛知県ＨＰ 

国は国の審議会等における女性委員の参画状況調べ 

(内閣府男女共同参画局)（各年９月 30 日） 

市議会議員に占める女性の割合をみると、全国的に１割程度となっており、政治分

野への女性の参画は低くなっています。 

図 市議会議員に占める女性の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年４月１日） 

   総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」 
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19.0

15.915.515.0
15.9 15.0

17.718.2
17.1

17.8 17.1

13.212.712.211.5

11.2

18.4

16.416.4
15.9

6.96.96.9

3.4

10.3

3.43.40.00.00.0
0

5

10

15

20

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

(％)

0
5

10
15
20

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

校長の女性割合（全国） 教頭の女性割合（全国）

校長の女性割合（愛知県） 教頭の女性割合（愛知県）

校長の女性割合（瀬戸市） 教頭の女性割合（瀬戸市）

瀬戸市の公立小中学校の校長・教頭に占める女性の割合は、全国・県と比較すると

低くなっています。 

 

図 校長・教頭に占める女性の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：瀬戸市は庁内資料 

全国と愛知県は学校基本調査 
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649 683 612 600 620
980 963 1,034 1,105 1,159
856 824 871 864 908689 654 614 616 621533 546 582 589 628534 558 548 502

5194,858 4,988 5,093 5,229
5,488

617 760 832 953 1,033
0

2,000

4,000

6,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）

649 683 612 600980 963 1,034 1,105856 824 871 8648327606170.02,000.04,000.06,000.0

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

（％）

 

（５）子育てや介護の状況 

瀬戸市の保育園の入園児童者数の推移をみると、増加傾向となっており、特に３歳

児未満で増加率が高くなっています。 

幼稚園の入園児童者数の推移をみると、平成 24 年以降減少傾向となっており、平

成 28 年では 1,693 人となっています。 

 

図 保育園入園児童数の推移   図 幼稚園入園児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瀬戸市の要支援・要介護認定者数の推移をみると、年々増加しており、平成 26 年

では平成 22 年に比べ、１割増となっています。 

 

図 瀬戸市の要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護事業報告月報（各年９月末日現在） 

561 569629 627 669 608 597 576671 632 637 677 630 598
625 641 594 57504008001,2001,6002,0002,400

平成21年平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年

３歳児 ４歳児 ５歳児

（％）

669 608 597 576 573

637 677 630 598 580

1,900 1,860 1,788 1,743 1,693

594 575 561 569 540

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

（人）

464 462 475 459 490

524 482 474 488 479

447 534 486 481 506

1,961 2,008 1,997 2,010 2,075

526 530 562 582 600

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

（人）

699 636 604 6831,021 1,072 1,112 1,169905 872 919 878 1,0379818106850.02,000.04,000.06,000.0

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

（％）

562 584449 418 503 464 462 475 459453 484 438 524 482 474 488487 470 493 447 534 486 481
435 497 478 526 53004008001,2001,6002,0002,400

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

３歳児未満 ３歳児 ４歳児 ５歳児

（％）

資料：庁内資料（各年５月１日現在） 資料：庁内資料（各年４月１日現在） 

※１号保険者のみ 
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（６）行政の状況 

管理職（課長以上）に占める女性職員の割合は、平成 24 年に一旦増加しますが、

以降は減少し、全国・県の割合に比べ低い水準となっています。 

 

図 管理職（課長以上）に占める女性職員の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：瀬戸市は庁内資料（各年４月１日現在） 

全国と愛知県は全国女性の参画マップ 

 

図 管理監督者（係長級以上）の女性職員の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年４月１日現在） 
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 ２ アンケート調査からみる瀬戸市の現状 

（１）調査の概要 

市民の男女共同参画に関する意識や実態の把握のため、アンケート調査を実施しま

した。 

１ 調査対象 

瀬戸市在住の満 18 歳以上の男女あわせて約 2,000 人を無作為抽出 
 

２ 調査期間 

平成 27 年 10 月 20 日から平成 27 年 11 月 10 日 
 

３ 調査方法 

郵送による配布・回収 
 

４ 有効回答数 

765（有効回答率 38.3％） 
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自治会や公民館、ＮＰＯ
などの地域活動

社会全体で

政治の場

N = 423

法律や制度の上

社会通念・習慣・しきた
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社会通念・習慣・しきた
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学校教育の場

自治会や公民館、ＮＰＯ
などの地域活動
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（２）男女共同参画に関する意識について 

➀ 男女の地位の平等感について●●● 

『男性優遇』の意識が特に強い分野は「職場」「政治の場」「社会通念・慣習・し

きたりなど」「社会全体で」となっています。 

全ての分野において、男性に比べ女性の方が『男性優遇』の意識が高くなってお

り、男女において認識の差がうかがえます。 

各分野における男女の地位に対する平等意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.110.26.4 17.617.514.510.43.47.06.25.6 45.539.044.7 40.049.256.539.642.917.8 25.9 28.146.7 52.344.4 18.222.026.617.6 22.211.320.828.653.336.2 40.4 31.1 20.035.2 18.211.9 9.68.2 4.89.710.414.315.617.2 7.0 11.113.87.45.11.2 2.25.23.5 3.19.110.211.712.9 6.33.28.3 8.912.114.011.13.13.7 1.71.12.44.810.414.3 2.21.53.7
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男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている わからない

無回答

女
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男
性 
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N =

全  体 744

女性 425

男性 311 8.7

6.1

7.1

29.3
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28.9
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② 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方について●●● 

「賛成」と「どちらかといえば賛成」をあわせた“賛成”の割合が 40.8％、「ど

ちらかといえば反対」と「反対」をあわせた“反対”の割合が 46.6％となってお

り、前回調査と比較すると“賛成”の割合は増え、“反対”の割合は減っています。 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方に“賛成”の理由として、

「家事・育児・介護と両立しながら、妻が働き続けることは大変だと思うから」「妻

が家庭を守った方が、子どもの成長などにとって良いと思うから」の割合が６割以

上となっています。 

 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方について（前回調査） 

 

 

 

 

 

 

N =

全  体 765

女性 423

男性 332 8.1

3.8

5.9

38.0

32.9

34.9

25.3

30.5

28.2

16.6

20.1

18.4

11.4

11.8

11.8

0.6

0.9

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5.93.88.1 34.932.9 38.0 28.230.5 25.3 18.420.116.6 11.811.811.4 0.80.90.6
0% 20% 40% 60% 80% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対

反対 わからない 無回答
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％

日本の伝統的な家族の在り
方だと思うから

自分の両親も役割分担して
いたから

夫が外で働いたほうが、多
くの収入を得られると思う
から

妻が家庭を守った方が、子
どもの成長などにとって良
いと思うから

家事・育児・介護と両立し
ながら、妻が働き続けるこ
とは大変だと思うから

その他

特にない

わからない

無回答

13.8

7.4

35.9

63.1

63.5

5.8

0.3

0.0

1.0

11.6

7.7

36.8

55.5

64.5

6.5

0.6

0.0

1.9

15.0

7.2

35.3

71.2

63.4

5.2

0.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方に賛成の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
10
0

全体（N = 312）

女性（N = 155）

男性（N = 153）
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N =

掃除や洗濯 現実 712

理想 765

食事の支度 現実 712

理想 765

食事の後片付け 現実 712

理想 765

日常の買い物 現実 712

理想 765

子育て 現実 712

理想 765

仕事 現実 712

理想 765

看護や介護 現実 712

理想 765

近所付き合い 現実 712

理想 765

4.5

41.4

22.1

4.4

65.2

17.4

78.1

28.8

62.2

12.9

59.8

20.4

43.7

5.0

4.6

30.5

3.1

36.1

3.7

18.0

35.2

8.7

34.5

15.2

37.8

24.7

43.5

30.8

59.2

33.0

43.5

18.1

39.7

34.0

42.7

7.9

31.8

6.0

21.3

4.8

18.7

6.0

15.4

5.6

35.2

11.4

36.2

4.8

24.6

5.9

4.5

4.1

6.0

7.0

11.6

6.6

11.5

14.7

14.1

12.1

13.9

18.7

14.0

6.9

11.9

0.9

0.4

0.1

1.3

2.1

1.3

0.9

3.4

0.8

0.8

0.3

1.0

3.4

21.8

5.8

32.4

0.5

2.8

1.7

2.4

1.8

0.3

2.5

0.3

2.9

0.4

1.7

0.1

1.0

0.4

1.5

0.3

0.4

0.3

2.1

2.2

0.3

2.1

0.3

2.4

2.6

1.3

3.8

11.6

6.5

11.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 

（３）家庭生活について 

➀ 家庭での役割分担の現実と理想について●●● 

家事全般の役割分担の現実について、「掃除・洗濯」「食事の支度」「食事の後片

付け」「日常の買い物」「看護や介護」「近所付き合い」などの項目は、「妻」が担う

割合が高いのが現状です。 

理想の分担として、全項目で「夫婦」で担いたいとする割合が高くなっています。 

 

役割分担の現実と理想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.10.74.0 65.266.464.0 18.018.317.5 5.85.95.1 2.52.52.40.40.20.76.05.96.4
0% 20% 40% 60% 80% 100%

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 わからない 無回答
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② 生活の中での優先順位の現実と理想について●●● 

現実の生活のバランスは、男性で「仕事優先」、女性で「家庭生活優先」がそれ

ぞれ高くなっていますが、理想の生活のバランスでは、男女ともに「仕事、家庭、

地域・個人の生活をすべて大切にしたい」が高く、性別にかかわらず、多様な生活

の選択肢が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N =

現実（女性） 423

現実（男性） 332

理想（女性） 423

理想（男性） 332 8.1 22.0 8.1 43.7 4.5

3.0

0.5

36.1

14.7

10.9

14.8

29.6

3.3

1.4

3.3

3.1

20.3

24.7

27.7

3.3

1.4

5.4

2.6

13.9

4.2

7.1

43.5

5.1

9.2

0.6

0.7

0.6

0.9

3.3

2.4

2.4

1.7

5.0

3.3

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%24.114.7 36.1 22.929.6 14.8 3.13.1 3.3 26.327.724.7 3.82.6 5.45.87.1 4.27.39.25.10.80.90.62.01.72.44.13.53.3
0% 20% 40% 60% 80% 100%

「仕事」を優先している

「家庭生活」を優先している

「地域・個人の生活」を優先している

「仕事」と「家庭生活」をともに優先している

「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先してる

「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先している

「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」をすべて大切にしている

その他

わからない

無回答

N =

全体（現実） 712

全体（理想） 765

24.1 22.9

9.5

7.3

43.3

4.1

5.5

1.6

3.1

2.2

26.3

21.0

3.8

2.2

11.2

5.8

0.8

0.7

2.0

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（４）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について 

➀ 女性の就労について●●● 

女性が職業をもつことについて、全国では「子どもができてもずっと職業を続け

る方がよい」といった『就労継続型』の割合が増加しているのに対し、県、瀬戸市

では「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい」と

いった『再就職型』の働き方を支持する割合が男女ともに高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 男性の育児休業の取得について●●● 

男女ともに、「積極的に取った方がよい」の割合が４割以上を占めています。 

育児休業の取得に積極的でない理由について、「それぞれの個人や家庭の問題だ

から」の割合が高く、特に男性では、「仕事との両立が難しく、取得できないから」

の割合が高いことから、男性の育児休業取得に向けて、事業所において取得しやす

い環境づくりを進めることが必要であることがうかがえます。 

N =

全  体 765

女性 423

男性 332

1.8

0.7

1.2

3.6

4.0

3.9

6.6

5.2

5.8

25.6

32.4

29.0

45.2

42.8

44.1

6.3

6.4

6.3

7.2

4.0

5.5

3.6

4.5

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.20.71.83.94.03.6 5.85.26.6 29.032.425.6 44.142.845.2 6.36.46.3 5.54.07.2 4.34.53.6
0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性は職業をもたない方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

子どもができるまでは職業をもつ方がよい

子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい

その他

わからない

無回答

N =

瀬戸市 765

愛知県 1443

全国 3037 5.8 11.7

5.5

3.6

4.3

1.2

0.6

2.2

3.9

3.3

5.8

7.3

29.0

30.7

44.8

44.1

47.1

31.5

6.3

5.4

2.0 1.9

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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育児休業の取得について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育児休業の取得に積極的でない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

N =

全  体 765

女性 423

男性 332 40.7

46.1

43.7

17.5

15.6

16.2

29.8

26.5

28.1

4.5

3.5

4.1

2.1

1.7

1.8

5.4

6.6

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

43.746.140.7 16.215.617.5 28.126.529.8 4.13.54.51.81.72.16.16.65.4
0% 20% 40% 60% 80% 100%

積極的に取った方がよい どちらかといえば取った方がよい

どちらともいえない どちらかといえば取らない方がよい

取らない方がよい 無回答

％

それぞれの個人や家庭の問
題だから

仕事との両立が難しく、取
得できないから

女性の役割だから

家族や親族に協力が得られ
れば、取得の必要がないか
ら

職場の評価が下がり、昇進
に影響するから

収入が減り、生活が大変だ
から

周囲から理解が得られず、
冷たい目でみられるから

その他

特にない

無回答

46.5

35.0

8.8

26.2

20.8

33.1

18.5

4.2

1.2

5.8

47.8

29.1

14.2

32.1

20.1

36.6

14.2

6.0

0.7

7.5

45.5

41.3

3.3

20.7

20.7

29.8

23.1

2.5

1.7

3.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
10
0

全体（N = 260）

女性（N = 134）

男性（N = 121）
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％

固定的性別役割分担意識の
解消

男性の育児・介護などの家
事参加促進

女性の就労支援やリーダー
育成など社会進出の促進

企業のトップや管理職の
ワーク・ライフ・バランス
に対する理解促進

男性の働き方の見直しによ
る職場環境の改善

男性の地域活動への参加促
進

地域リーダーへの女性の登
用

性別よる差別や人権侵害防
止

その他

特にない

無回答

32.8

34.4

29.3

25.4

26.3

12.3

14.4

18.6

2.1

10.2

6.5

32.9

42.6

30.7

24.3

23.2

12.3

10.2

20.3

1.7

10.4

6.1

33.1

24.4

27.7

26.5

30.4

12.3

19.6

16.6

2.7

10.2

6.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

 

③ 「男女共同参画社会」を実現するために有効な取り組みについて●●● 

「男女共同参画社会」を実現するために有効な取り組みとして、「男性の育児・

介護などの家事参加促進」「固定的性別役割分担意識の解消」「女性の就労支援やリ

ーダー育成など社会進出の促進」「男性の働き方の見直しによる職場環境の改善」

「企業のトップや管理職のワーク・ライフ・バランスに対する理解促進」の割合が

高く、特に、女性では「男性の育児・介護などの家事参加促進」の割合が 4 割以

上となっています。 

 

「男女共同参画社会」を実現するために有効な取り組みについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
10
0

全体（N = 765）

女性（N = 423）

男性（N = 332）
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％

身体的な暴力を受けたこと
がある

いやがっているのに性的行
為を強要されたことがある

見たくないのに、ポルノビ
デオやポルノ雑誌をみせら
れたことがある

何を言っても無視され続け
たことがある

交友関係や電話メールを細
かく監視されたことがある

「誰のおかげで生活できる
んだ」とか「かいしょうな
し」と言われたことがある

大声でどなられたり、暴言
を吐かれたことがある

生活費を渡さないなど、経
済的に押さえつけられたこ
とがある

つきまといなどのストー
カー行為を受けたことがあ
る

その他

そのようなことはなかった

無回答

4.4

2.5

0.5

3.4

3.1

5.6

10.7

2.1

2.2

0.9

75.0

6.6

4.5

0.9

3.8

4.5

8.7

15.6

3.8

3.3

1.4

70.2

1.8

0.0

0.0

2.7

1.5

1.8

4.5

0.0

0.9

0.3

81.9

8.1
5.9

10.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

 

（５）セクシャル・ハラスメント、配偶者などからの暴力（ＤＶ）について 

“何らかのＤＶを受けたことがある”人の割合は、女性で 23.9％、男性で 7.9％

となっており、女性において「大声でどなられたり、暴言を吐かれたことがある」

「『誰のおかげで生活できるんだ』や『かいしょうなし』と言われたことがある」

の割合が高くなっています。 

ＤＶを受けた際の相談では、男性において「どこ（誰）にも相談しなかった」が

高くなっており、ＤＶの被害が潜在化していることが懸念されます。また、相談し

なかった理由をみると、男女ともに「相談するほどのことではないと思ったから」

の割合が高く、ＤＶに関する被害の認識が薄いことがうかがえます。また、女性に

おいては「相談しても無駄だと思ったから」「自分さえ我慢すれば、なんとかこの

ままやっていけると思ったから」の割合が高く、あきらめの気持ちや自分一人で抱

え込んでしまう状況があることがわかります。 
 

ＤＶの被害状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
10
0

全体（N = 765）

女性（N = 423）

男性（N = 332）
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ＤＶを受けた際の相談について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

警察

国、県、市の相談窓口（女
性の悩みごと相談など）

民間の相談窓口

人権擁護委員

民生・児童委員

医師・カウンセラー

家庭裁判所・弁護士

家族・親戚

友人・知人

その他

どこ（誰）にも相談しな
かった

無回答

7.8

7.8

3.1

0.0

0.0

2.3

3.9

33.3

43.4

3.1

29.5

7.9

9.9

4.0

0.0

0.0

2.0

5.0

39.6

46.5

3.0

25.7

1.8

0.0

0.0

2.7

1.5

1.8

4.5

0.0

0.9

0.3

81.9

3.9
2.0

10.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
10
0

全体（N = 129）

女性（N = 101）

男性（N = 26）
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どこ（誰）にも相談しなかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

誰も相談する人がいなかったか
ら

どこ（誰）に相談してよいかわ
からなかったから

恥ずかしくて誰にも言えなかっ
たから

相談しても無駄だと思ったから

相談したことがわかると、仕返
しを受けたり、もっとひどい暴
力を受けると思ったから

相談先の担当者や相談員の言動
により不快な思いをすると思っ
たから

自分さえ我慢すれば、なんとか
このままやっていけると思った
から

世間体が悪いから

他人を巻き込みたくなかったか
ら

自分にもわるいところがあると
思ったから

相談するほどのことではないと
思ったから

人に話しにくい内容だったから

今の生活を壊してしまい、経済
的に苦しくなると思ったから

その他

無回答

5.3

0.0

15.8

28.9

2.6

2.6

26.3

0.0

10.5

31.6

57.9

7.9

2.6

3.8

0.0

19.2

30.8

3.8

3.8

26.9

0.0

7.7

19.2

57.7

11.5

3.8

9.1

0.0

9.1

18.2

0.0

0.0

27.3

0.0

18.2

63.6

54.5

0.0

0.0

5.3

10.5

3.8

11.5

9.1

9.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
10
0

全体（N = 38）

女性（N = 26）

男性（N = 11）
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 ３ 第２次プランにおける数値目標の達成状況と課題 

第２次プランでは、12 の数値目標を定め取り組みを推進してきました。 

目標を達成した項目は３項目、目標は達成されていないものの改善している項目は、

6 項目となっています。 

「②社会全体での平等感」「⑧がん検診（精密検査）の受診割合」「⑨（市職員にお

ける）女性管理監督者の登用率」「⑩（市職員における）父親となるすべての男性職員

が、子どもの出生に関して休暇等を取得する率」の４項目については、後退する結果

となりました。 

 

１ 人権の尊重と男女平等の意識改革 

項目 
現状 

（H22） 

目標 

（H28） 
結果 

目標の 

達成 

前回から

の改善 

①「男女共同参画社会」という用

語の認知率（アンケート調査に

おいて、『見たり聞いたりしたこ

とがある』と回答した人の割合） 

59.8% 80.0% 
63.8% 

（Ｈ27 アンケート） 
× ↑ 

②社会全体での平等感（アンケー

ト調査において、『平等である』

と回答した割合） 

16.8% 50.0% 
15.3% 

（Ｈ27 アンケート） 
× ↓ 

③何らかの暴力を受けたことがあ

る人の割合（アンケート調査に

おいて、ＤＶの質問に対し「そ

のようなことがなかった」、「不

明・無回答」を除いた割合） 

19.8% 0.0% 
16.9% 

（Ｈ27 アンケート） 
× ↑ 

④ＤＶについて誰も相談する人が

いなかった人の割合（アンケー

ト調査において、ＤＶの被害を

受け、どこ（誰）にも相談しな

かった人のうち、「誰も相談する

人がいなかったから」と回答し

た人の割合） 

6.3% 0.0% 
5.3% 

（Ｈ27 アンケート） 
× ↑ 

講演会やセミナーを通して、男女共同参画に向けた意識啓発に取り組んできました

が、男女の平等感の高まりに繋げることができませんでした。引き続き更なる意識の

醸成に努めるとともに、個人の行動の変化に働きかけ、社会の変革をもたらす積極的

な取り組みが必要です。 

また、DV の根絶に向け、昨今の様々なハラスメントやストーカーなどの人権侵害、

多様化する家庭環境と問題に対応できるよう、相談機関の知識の向上や関係機関の連

携を図る必要があります。 

↑ ： 前回Ｈ22から改善している 
↓ ： 前回Ｈ22より悪化している 
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２ あらゆる分野での参画促進 

項目 
現状 

（H22） 

目標 

（H28） 
結果 

目標の 

達成 

前回から

の改善 

⑤審議会等の女性委員の登用率

（瀬戸市の審議会等委員に占め

る女性の割合） 

18.5% 30.0% 
24.1% 

（Ｈ28．４．１） 
× ↑ 

市審議会等の女性委員の登用について、「瀬戸市審議会等委員における女性の登用

促進要綱」を制定し、審議会所管課に対し、積極的な登用を行うよう働きかけてきま

したが、数値目標達成には遠い結果となり、県内の水準においても低いものとなりま

した。引き続き、市職員や委員を選出する関係団体等に女性登用の意義を啓発すると

ともに、地域活動の役員に女性が少ないという現状を解消するため、女性リーダーの

育成に努めることが必要です。 
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３ 職業環境と職業条件の整備 

項目 
現状 

（H22） 

目標 

（H28） 
結果 

目標の 

達成 

前回から

の改善 

⑥育児休業取得率（企業へのアン

ケート調査において、本人、ま

たは配偶者が出産した社員の

うち、育児休業制度を利用した

と回答した人の割合） 

男性：1.3％ 

女性：80.3％ 

男性：6.0％ 

女性：85.0％ 

男性：3.2％ 

女性：94.6％ 

（Ｈ27 アンケート） 

男性× 

女性○ 
↑ 

⑦せとっ子モアスクールの数（瀬

戸市内におけるせとっ子モア

スクールの開設数） 

６か所 11 か所 
11 か所 

(H27） 
○ ↑ 

安心して働きつづけられる環境整備に向けて、０～２歳児の保育の充実や、病児病

後児一時預かりの開設、せとっ子モアスクールの実施校の拡大などを行ってきました。 

また、育児休業などの法律や制度の周知のため、広報等による情報発信を行うとと

もに、男性の家庭参画促進に向け、父子参加の触れ合い講座や親向け育児講演会など

を実施してきました。アンケート結果では、男性の育児休業等取得に市民の半数以上

が賛成し、性別に関わりなく育児参画への意識が高まる中、行動においては、取得率

の大きな向上に至りませんでした。「男性は仕事を優先すべき」といった慣習の中で、

理想と現実のギャップがうかがえます。これまでは、主に市民に向け育児休業等の制

度の周知を図ってきましたが、今後は、企業へも積極的に働きかけを行い、就労環境

の整備を図り、職場の理解を促す取り組みを行う必要があります。 

 

４ 相談・子育て・介護・健康支援の充実 

項目 
現状 

（H22） 

目標 

（H28） 
結果 

目標の 

達成 

前回から

の改善 

⑧がん検診（精密検査）の受診

割合 
88.0% 95.0% 

85.3％ 

（H27） 
× ↓ 

 妊娠・出産・子育てにおいて、マタニティ教室や赤ちゃん訪問の実施、子育て相談

窓口の充実を図り、母子の心身の健康維持に努めてきました。また、生活習慣病予防

や介護予防の取り組みを進め、健康寿命の増進を図ってきました。がん検診について

は、乳がんや子宮頸がんなどの受診率の低さが見受けられるため、精密検査以前の受

診率の向上を図る必要があります。 
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５ 計画の推進 

項目 
現状 

（H22） 

目標 

（H28） 
結果 

目標の 

達成 

前回から

の改善 

⑨女性管理監督者の登用率（市職

員の管理監督者（係長長以上）

に占める女性職員の割合 

24.6% 30.0% 
23.9% 

（Ｈ28．４．１） 
× ↓ 

⑩父親となるすべての男性職員

が、子どもの出生に関して休暇

等を取得する率（妻の出産休

暇、子の養育休暇、育児休業等

を取得する男性職員のうち、連

続５日以上の休暇等の取得者

の割合） 

10.0% 50.0% 
6.3% 

（H27） 
× ↓ 

⑪市民と協働で開催する男女共

同参画推進事業数 
２事業 ５事業 

５事業 

（Ｈ27） 
○ ↑ 

⑫男女共同参画推進事業を担う

市民団体数 
２団体 ５団体 

６団体 

（Ｈ27） 
○ ↑ 

 市職員における女性管理監督者の登用、男性職員の育児休業等の取得が進まなかっ

たことについて、市民意識のアンケート結果と同様に、市職員の意識においても根強

い固定的性別役割分担意識があることがうかがえます。女性管理監督者の登用につい

ては、市職員の男女比において、40 代以上になると女性職員の割合が少なくなり、

特に管理職世代における女性職員の割合が少ないという構造上の問題があげられる

ため、今後の職員の男女比の偏りの改善や、若手職員の育成が求められます。また、

女性自身が責任ある立場につきたがらないといった意見もありますが、性別によって

意識の不均衡が生じる実態を不自然と認識し、環境の分析と改善を行う必要がありま

す。特に管理職の男女共同参画の意義の理解促進は、就労環境の改善や職員の行動の

変革に大きく影響を与えることから、管理職への研修や情報提供の強化を図る必要が

あります。さらに、市職員一人ひとりの意識が、各施策事業の企画や窓口対応を通し

て、市民の男女共同参画意識の醸成につながることを認識し、市役所全体で取り組み

を進めることが重要です。 
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第 3 章   計画の基本的な考え方 

 

本市の最上位計画である「第６次瀬戸市総合計画」では、将来像に「住みたいまち 

誇れるまち 新しいせと」を掲げ、将来像を実現するための３つの具体的な都市像「活

力ある地域経済と豊かな暮らしを実感できるまち」「安心して子育てができ、子どもが

健やかに育つまち」「地域に住まう市民が自立し支え合い、笑顔あふれるまち」を示し

ています。 

これらの都市像の実現には、女性活躍・男女共同参画の推進が重要な鍵となります。 

 労働人口の減少により、人材の確保は企業にとって深刻な課題となっています。育

児や介護による従業員の離職やキャリアの中断は、企業にとって大きな痛手となりま

す。「仕事」か「家庭」の選択を余儀なくされる社会を改め、性別に関わりなく「仕事」

も「家庭」もあきらめない充実した働き方が実現できれば、従業員の経済・心身の安

定によるモチベーションアップや効率的な働き方への改革をもたらし、企業にとって

人材の確保と新たな事業展開など、経営にプラスの効果をもたらします。性別に関わ

りなくワーク・ライフ・バランスを推進することで「活力ある地域経済と豊かな暮ら

しを実感できるまち」を実現します。 

仕事でのキャリア形成の時期と子育ての時期が重なるため、特に子育て世代にとっ

てのワーク・ライフ・バランスの実現は重要となります。企業の職場環境の整備を促

すとともに、行政サービスにおいて保育や子育て支援、教育の充実を図り、都市像の

「安心して子育てができ、子どもが健やかに育つまち」を実現します。 

女性活躍・男女共同参画実現への根幹となる固定的性別役割分担意識の解消は、市

民一人ひとりが互いの個性を認め合うことで、考え方や発想に多様な視点や個人の

様々な事情への配慮をもたらします。市民活動や地域活動においては、新たな取り組

みや活動の発展をもたらし、市民力・地域力の向上につながり、都市像の「地域に住

まう市民が自立し支え合い、笑顔あふれるまち」を実現します。 

「トライアングルプランⅢ」では、「第６次瀬戸市総合計画」の将来像の実現に向け、

本市の女性活躍・男女共同参画の進捗状況と社会情勢を踏まえたうえで、次のビジョ

ンや基本方針等を定め、重点目標や基本施策を導き出しました。 
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 １ ビジョン 

 

性別に関わらず 個人の能力が発揮できる 

多様性のある社会の実現 

 

 

人はだれでも無限の可能性を持っています。その可能性が、性別という理由で狭め

られることなく、夢に向かってチャレンジできる社会を実現します。 

互いを対等な個人として尊重し、責任と喜びを分かち合う社会は、性別のみでなく、

年齢、国籍、障害の有無などを多様な個性と捉え、だれもがいきいきと活躍できる柔

軟な社会を築きます。 

柔軟性は強さでもあります。様々な事情に応じた多様な選択肢のある社会を実現す

ることで、市民の生活や心の安定、充実を図るとともに、地域経済の活性化を図りま

す。 

本計画は女性活躍・男女共同参画の推進から社会の課題の解決を図り、個々の「違

い」をプラスへと導く多様性のある社会の実現を目指します。 
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 ２ 重点課題 

女性の年齢別労働力率の推移について、平成 12 年度と平成 22 年度の数値を比較

すると、いわゆるＭ字カーブの底が上昇し改善がみられるものの、依然として、出産・

育児にあたる 30 歳～39 歳に離職をする女性が多い現状があります。アンケート調査

からも、女性が就労することについて「子どもができたら職業をやめ、大きくなった

ら再び職業をもつ方がよい」といった『再就職型』の働き方を支持する割合が高い結

果となりました。 

しかし、一旦離職してしまうと、現状では正規での再就職が難しく、多くの女性は

非正規雇用となります。こうした状況が、ひとり親家庭の貧困問題や、高齢単身女性

における年金水準の低さの問題につながっています。 

また、平均給与の減少に伴い、家庭の経済的安定のため、共働きの世帯が増えてい

ることを踏まえ、「育児休業の取得」などにより性別に関わらず就労が継続できる社会

になることが重要です。 

出産や育児、介護といったライフステージに応じ、「仕事」と「家庭」の両立が図れ

るような福利厚生の制度の整備とともに、制度の活用ができる環境が必要です。特に、

超高齢社会にあたっては、「介護」と「仕事」の両立は、大きな課題であることを認識

し、だれもが「ワーク・ライフ・バランス」を実現できるようにしなければなりませ

ん。 

固定的性別役割分担意識が払拭されず、性別により「家庭」か「仕事」のいずれか

の選択を強いられる社会では、市民の経済的な自立と安定、健康で充実した生活を維

持することはできません。 

市民にとって「就労」は、自己実現の一つとして重要なものでもあります。「就労の

継続」、「再就職」が可能な柔軟な社会を築くことが求められています。 

本プランでは、就労環境の変革が家庭や社会全体の変革につながるものと捉え、次

の 3 つの項目を重点課題に位置づけ、女性活躍・男女共同参画の推進に取り組みます。 
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（１）職場等における制度活用の環境整備 

各企業がワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、職場の福利厚生を整備すると

ともに、それらの制度を安心して活用できる環境づくりを行うことが重要です。経営

者や管理的立場の職員が制度を熟知し、従業員一人ひとりに制度の内容についての周

知を図るとともに、職場のコミュニケーションを図り、互いの連携をとりやすくする

ことが必要です。このためには、経営者や労働者の意識改革、職場内の雰囲気づくり

が不可欠であり、職場での両立支援制度等の利用を進めるための効果的な取り組みが

求められます。 

 

（２）女性が社会で活躍できる環境整備 

男性の家庭参画により、性別に関わらず子育てや介護を分担するとともに、在宅勤

務やテレワーク、時短勤務などの多様な働き方の導入により、だれもが就労の継続や

再就職が可能となる環境の整備が必要です。また、企業、地域、市民へ女性活躍の意

義やメリットを啓発し、これまでに女性が少ない分野やリーダーなど、あらゆる分野

における女性の活躍を推進するとともに、職場、教育現場、地域などにおいて、女性

のキャリア形成に関する学びの機会を充実し、女性の就労意欲の拡大やキャリアアッ

プなどの支援に取り組むことが重要です。 

 

（３）男性が家庭で活躍できる環境整備 

女性が活躍できる社会の実現には、男性の家庭参画が不可欠です。しかし、依然と

して「男は仕事、女は家庭」という固定的性別役割分担意識が根強く、男性は仕事を

優先せざるをえない状況になっています。 

男性の長時間労働を前提とした従来の働き方は、女性の社会進出の妨げになるだけ

でなく、男性の子育て・家事・介護等への参画を難しくするとともに、過労などの健

康被害や生きづらさにもつながっています。そのため、企業や男性自身が自分事とし

て男女共同参画社会の必要性を認識し、長時間労働の抑制など，働き方の見直しを進

める必要があります。 
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 ３ 基本指針 

本計画で様々な施策を進めるにあたり、これまでの推進状況や社会情勢を鑑み、次

の方針を掲げ、女性活躍・男女共同参画推進に向けた取り組みを展開していきます。 

 

（１） 行動変革による意識改革 

「男女共同参画」が認知されつつある中、意識はあるものの行動に移っていかない

現状があります。これまでのように意識啓発から行動の変化を待つのみではなく、職

場や生活での行動に直接働きかける取り組みを行い、そこから意識の変化をもたらす

よう、行動と意識両側面からの取り組みを進めます。 

 

（２） 政策、方針決定への女性の参画拡大 

職場の管理職や議員・審議会委員などに女性が未だに少ない現状があります。これ

は、重要な意思決定に女性の意見が反映されていないということにつながります。多

様な意見を反映した柔軟な社会をつくるためにも、あらゆる分野における女性の参画

を促進します。 

 

（３） 行政、企業、地域、市民の連携による取り組みの推進 

女性活躍・男女共同参画の推進は、行政の取り組みのみでなく、企業、市民一人ひ

とりが、意識を持ち行動しなければ実行できません。特に、ワーク・ライフ・バラン

スの推進などは、企業の取り組みが不可欠です。行政、企業、地域、市民が連携を図

り、効果的に取り組みを進めます。 

 

（４） 個人の意思の尊重に基づく男女共同参画 

働き方やライフスタイルなどの選択には、個人の多種多様な事情があることを意識

し、固定的な考えにとらわれず、多様な選択肢のある施策事業の展開を図ります。そ

れにより、個人が自己の責任と意思に基づき、充実した生き方が選択できるまちづく

りを目指します。 
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 ４ ４つの重点目標 

男女共同参画の意識の啓発や理解の促進を図り、誰もが安全・安心なまちに住み、

愛着を深める豊かなまちづくりを進め、本計画のビジョンである『性別に関わらず 個

人の能力が発揮できる 多様性のある社会の実現』を目指すために、４つの重点目標

を掲げます。 

 

重点目標１ あらゆる分野における個人の活躍 

～性別に関わりなく活躍する就労環境から社会の変革に向けて～ 

 

重点目標２ 男女共同参画の実現に向けた基礎の確立 

～子どもから大人まで全ての人の意識・行動の変革に向けて～ 

 

重点目標３ 安心して暮らせる社会づくり 

～全ての人の健全な生活の維持と自立に向けて～ 

 

重点目標４ 計画の推進 

～市役所の率先した取り組みによる住みよいまちに向けて～ 
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 ５ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．ワーク・ライフ・バランスの推進 

２．働き方の見直しと多様な働き方への支援 

重点目標１ 

あらゆる分野

における個人

の活躍 

 

３．市民の活躍を支える子育て・介護支援の充実 

４．女性のエンパワーメントと就労支援 

５．男性の家庭参画の促進 

６．女性の政策・方針決定の場への参画促進 

１．男女共同参画の意識啓発・理解促進 

２．学校教育や保育における男女共同参画の促進 

３．地域活動等における男女共同参画の促進 

４．防災における男女共同参画の促進 

１．人権の尊重 

２．パートナー・こどもに対する暴力の根絶 

３．あらゆる段階における健康づくり支援 

４．困難を抱える人への支援 

１．地域のモデルとしての市役所 

２．計画の進捗管理 

重点目標２ 

男女共同参画

の実現に向け

た基礎の確立 

 

重点目標３ 

安心して暮ら

せる社会づく

り 

 

重点目標４ 

 

計画の推進 

 

性
別
に
関
わ
ら
ず 

個
人
の
能
力
が
発
揮
で
き
る 

多
様
性
の
あ
る
社
会
の
実
現 

基本施策 
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第 4 章   施策別の課題と方向性 

 

 １ あらゆる分野における個人の活躍 

～性別に関わりなく活躍する就労環境から社会の変革に向けて～ 

 

多くの市民が性別に関わりなく家庭への参画を理想とする一方で、「男は仕事、女は

家庭」といった根強い固定的性別役割分担意識や、男性の育児休業の取得が進まない

ことなど、現実は女性に家庭の負担が大きく偏り、性別により「仕事」か「家庭」の

どちらかの選択を強いられている実態がうかがえます。 

しかし、「仕事」と「家庭」のどちらかに偏重することなく、両立を図ることは、個

人の経験や知識を豊かにするとともに、心身の健康と生活の安定をもたらし、労働意

欲の向上につながります。また、企業にとっても生産性の向上や有能な人材の確保に

もつながります。ワーク・ライフ・バランスの実現は、性別に関わらず全ての人、ま

た企業にとって重要な取り組みとなります。 

現在の男性中心の労働環境は、長時間労働を慣行とし、男性に過大な負担を強いて

います。長時間労働の是正を図り、フレックスタイムや在宅勤務、テレワークの導入

など、男性を含めた社会全体の働き方を見直すことが、ワーク・ライフ・バランスの

実現にとって不可欠です。 

性別に関わらず働きやすい環境を整えるとともに、だれもが当たり前に就労を継続

でき、結婚や出産、介護などでキャリアを中断した人が再チャレンジできる取り組み

を進める必要があります。 

しかし、市審議会委員への女性登用や、市を含め市内事業所における管理職への女

性登用が依然として低いことから、重要な意思決定の場に女性の参画がされない実態

があります。市の政策や企業の経営方針などに性別にとらわれない多様な視点を反映

させ、より柔軟で活力ある社会を実現するため、女性のキャリアアップや地域リーダ

ーの育成に取り組み、あらゆる分野における女性の参画を促進します。 

 

※ 重点目標「あらゆる分野における個人の活躍」は、「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律（女性活躍推進法）」第６条第２項に規定する「市町村推進計画」

として、「瀬戸市女性活躍推進計画」に位置づけます。
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１-１ ワーク・ライフ・バランスの推進 

企業に対して、ワーク・ライフ・バランスが心身の健康や生産性の向上などにメリ

ットがあることを啓発するとともに、各企業が取り組みを進める上での支援を行いま

す。 

また、まちづくりにおいて、ワーク・ライフ・バランスがとりやすい生活環境の整

備を行います。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

妊娠時の健康管理支

援と休暇等制度の周

知 

県の啓発冊子等を活用し、事業主の妊産婦に対する健康配慮義務

について周知します。また、職場における母性健康管理に関する相

談窓口についての周知を図ります。 

働く妊婦に対し、母子健康手帳（親子手帳）交付時に、合わせて

母性健康管理指導事項連絡カードを配布します。 

育児・介護休業の周

知、啓発促進 

性別に関わりなく休暇を取得しやすい社内風土が醸成されるよ

う、企業に対し情報提供や啓発を行います。 

労働者の家庭的責任に配慮した取り組みを行う「ファミリーフレ

ンドリー企業」をリーフレット等で紹介するとともに、県との連携

のもとで、登録を希望する企業を支援します。 

コンパクトシティの

推進 ＊ 

都市計画マスタープラン及び立地適正化計画でコンパクトシテ

ィ実現に向けた方針を示し、性別に関わりなく働きやすく、子育て

がしやすいまちづくりを目指していきます。＊ 

公共工事における受

注機会の拡大 ＊ 

公共工事の総合評価落札方式の加点項目に男女共同参画に関す

る項目の追加を検討します。＊ 

優良企業の表彰 ＊ 
ワーク・ライフ・バランス推進への取り組みを行う企業の表彰を

行い、市民に公表することで優良企業のＰＲ支援を行います。＊ 

ロールモデルの提供  

＊ 

女性活躍やワーク・ライフ・バランス推進に取り組む個人を表彰

し、ロールモデルとして紹介します。＊ 

三世代近居支援 ＊ 
三世代の同居・近居を推進し、子育てのしやすい環境づくりを行

います。＊ 
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１-２ 働き方の見直しと多様な働き方への支援 

長時間労働の是正や、休暇取得の促進など男性を含めた働き方の見直しを図るため、

企業への働きかけや、市民の意識啓発を行うとともに、フレックスタイム、在宅勤務、

時短勤務など柔軟な勤務体系の導入への支援を行います。 

また、起業・創業やものづくりを行う「ツクリテ」への支援を行い、多様な働き方

やチャレンジを応援します。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

企業における多様な就

労形態の導入促進 

フレックスタイム制度、在宅勤務、テレワーク、育児短時間制

度等の取り組みや効果について、市広報紙やホームページ、パン

フレット等を活用して、情報提供・周知を行います。 

企業向けセミナーの開

催 ＊ 

人事・総務等の実務担当、管理職向けにセミナー等を開催し、

取り組みを推進します。＊ 

働き方の見直しへの啓

発 ＊ 

広報等において、長時間労働の是正等の啓発に関する記事を掲

載し、意識啓発に取り組みます。＊ 

起業・創業に関する支援

の充実 

起業・創業などを目指す方に対し、創業スクールなどを開催し、

支援を行います。 

「ツクリテ」支援 ＊ 
空き家情報バンクなどにより空き家や空き店舗の活用を促し、

起業・創業やツクリテ支援を推進します。＊ 

ＮＰＯ活動に関する支

援の充実 

ＮＰＯ活動によりキャリア形成しようとする方に対し、ＮＰＯ

活動に関する相談を行います。 

 



  

45 

 

１-３ 市民の活躍を支える子育て・介護支援の充実 

性別に関わりなく子育てや介護をしながらも、安心して就労が継続できるよう、保

育や子育て・介護支援などの充実に取り組みます。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

保育サービスの充実 

保護者の傷病・疾病・事故・出産・看護等やむを得ない理由に

より緊急かつ一時的に家庭での保育が困難となった児童のため

に、一時保育を実施します。 

日曜、祝日等の保護者の就労により家庭で保育することができ

ない児童のために休日保育を実施します。 

０～２歳児の保育ニーズに応えるため、低年齢保育を実施しま

す。 

働く保護者のライフスタイルに対応するため、延長保育（18：

15～19:15）を実施します。 

３歳児以上で障害のある児童の保育を実施します。 

病気中や病後の生後６ヵ月～小学３年生までの子どもの一時預

かりを実施します。 

多様な就労状況等に対応するため、保育所の入所基準の見直し

を実施します。 

子育て支援の充実 

保育施設、子どもの遊び場等の情報を「子育てガイド」やホーム

ページなどを通じて提供します。 

交通児童遊園とせとっ子ファミリー交流館が各学区において、

放課後の児童の遊びや遊び場を提供し、児童の健全育成を図りま

す。 

仕事と子育て等の両立支援や地域の相互支援による育児負担軽

減を図るために、ファミリーサポートセンター事業を充実します。 

児童の健全育成のための放課後児童クラブ、「せとっ子モアスク

ール」を実施します。 
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取り組み 内容 

子育て支援の充実 

地域での子育て支援の拡充を図るため、地域の子育て支援者と

の交流や、子育て世帯同士の交流の中で、子育て講座や親子の遊

びを提供する「すくすくふれあい広場」を開催します。＊ 

子どもや保護者、妊娠中の方が、教育・保育施設や地域の子育

て支援事業を円滑に利用できるよう、情報提供や相談、助言を行

う「せとっ子すくすく相談」を行います。＊ 

地域の子育てサロンや保育園などの活動拠点で子育ての支援を

担う人材を育成するための「子育てサポーター養成講座」を開催

します。＊ 

現在の子育て事情に対応し、世代間（子の親と子の祖父母間）

の子育てに関する認識や方法が記載してある「子育て・孫育て応

援手帳」の発行及びホームページ等での提供を行います。＊ 

介護に関する相談の充

実 

高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターにおいて、

高齢者やその家族からの相談に対応します。 

介護保険サービス等の

充実 

支援が必要な高齢者等が、必要に応じた適切なサービスが受け

られるよう、介護保険制度に関する情報の提供を行います。 

介護サービス事業所一覧等の配布などを通じ、介護保険サービ

ス等を利用しやすい環境をつくります。 

高齢者支援のため様々な主体が行う地域活動や、利用者ニーズ

を把握し、支援を必要とする人へのサービスの充実を行います。 
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１-４ 女性のエンパワーメントと就労支援 

育児や介護などで離職した人などの再就職や女性のキャリア形成を支援するとと

もに、児童生徒の理工系分野へのチャレンジを支援し、個性や能力を充分に発揮でき

る環境を整備します。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

人材育成の充実 

県が実施する女性の人材育成事業等に市民を派遣し、女性の人

材育成を行います。 

エンパワーメント・プログラムとして託児付の女性セミナーを

実施します。 

就労に関する情報提

供・相談の充実 

県や関係機関、団体等と連携し、就労に関する個別相談会を開

催するなど、就労機会の拡大に向けた取り組みを進めます。 

再就職等の推進 

企業に対して、女性の再チャレンジの社会的な意義を啓発し、

積極的な採用を働きかけます。 

県や関係機関、団体が主催する再就職セミナーについて、広く

市民に周知します。 

再就職支援セミナーの

実施 

関係機関、団体等と連携し、女性の就労や再就職をテーマとし

たセミナーを開催します。 

各種職業能力開発の支

援 

県や関係機関、団体が主催する職業能力開発のための研修、セ

ミナーなどについて、市広報紙やホームページなどで周知しま

す。 

女性の起業・創業に関す

るフォローアップの実

施 ＊ 

女性の起業・創業者やこれから起業・創業を目指す方を対象に、

経営に関する相談などフォローアップ支援を実施します。＊ 

将来理系やＩＴ分野で

活躍する児童生徒の育

成 ＊ 

大学等の高等教育機関や企業との連携により、小中高生を対象

に、性別に関わりなく理系や IT 分野への関心を深める講座等を

開催します。＊ 
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１-５ 男性の家庭参画の促進 

男性の意識啓発に取り組むとともに、育児・介護・家事に関する知識、技術の習得

を支援します。男性の家庭参画があたりまえのこととして社会に浸透するよう、周囲

の理解促進に取り組みます。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

男性への育児知識の提

供と性別にとらわれな

い育児参画の促進 

ミニママ教室やマタニティ教室において、妊婦の配偶者・パー

トナー等に対して妊婦疑似体験を実施します。 

乳幼児の保護者を対象とした育児講座などにおいて、固定的性

別役割分担意識にとらわれない子育ての重要性を啓発し、男性の

参加を促進します。 

「子育てハンドブック～お父さんダイスキ～」のアプリを母子

手帳交付時にお知らせし、父親の育児参画について啓発を行いま

す。 

父親が子どもとふれあいながら、楽しんで参加できる行事や学

習機会を提供します。 

父親向け育児支援の行事等において、父親同士の交流の機会を

提供します。＊ 

各種講座等の開催にあたっては、仕事を持つ保護者の参加を考

慮し、開催日時等の工夫を行います。 

男性の家事技術等の取

得支援 

料理教室などへの男性の参加を促進し、男性の家事能力の向上

を支援します。 

男性に向けた意識啓発 
男性に向けて、広報や情報誌「WINDY」等により育児・介護・

家事等への参画を促進する啓発を行います。 

男性の家庭参画への周

囲の理解促進 ＊ 

男性の家庭参画の意義を発信し、パタニティハラスメント等の

防止の啓発を行います。＊ 
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１-６ 女性の政策・方針決定の場への参画促進 

性別に関わりなく、多様な意見が活かされたまちづくりを行うため、市審議会や市

職員管理監督職への積極的な女性の登用を図ります。また、女性のキャリアアップの

支援を行うとともに、重要な意思決定に参画することの意義など女性の意識啓発に取

り組みます。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

審議会等への女性委員

の登用促進 

市民や各種審議会所管課へ女性委員登用の意義を発信し、審議

会等における女性委員の登用を促進します。 

審議会等における女性委員の登用状況を定期的に調査及び公

表し、市民に周知を図るなど、目標達成のための対策を講じます。 

女性の人材発掘・把握に努め、審議会等担当課からの要望に応

じ情報提供を行います。 

市職員における管理監

督者への女性登用の促

進 

市職員の管理監督者の登用にあたっては、性別にとらわれるこ

となく、その能力、適性により行います。 

女性管理監督者の登用率の上昇に向け、女性職員及び管理職を

対象に意識改革の研修を行います。 

女性管理職向け交流会

の実施 ＊ 

女性管理職及びキャリアアップを目指す女性を対象に、交流会

を開催し、情報交換や異業種交流の場を提供します。＊ 

 



  

50 

 

 ２ 男女共同参画の実現に向けた基礎の確立 

～子どもから大人まで全ての人の意識・行動の変革に向けて～ 

 

男女共同参画社会の実現には、一人ひとりが男女共同参画の意義を理解し、互いを

対等な個人として認め合い行動することが重要です。しかし、アンケート結果では、「職

場」や「社会全体」において、男性優遇感が高いことから、未だ性別による不平等が

払拭できない現状があります。今後も引き続き、男女共同参画の啓発に取り組み、意

識や機運の醸成を図る必要があります。 

また、固定的性別役割分担意識は、日常的な慣習や文化的な背景から子どものころ

に無意識に刷り込まれて行きます。保育や学校教育において、幼少期から性別に隔て

のない取り組みを進めることが重要です。こうした幼少期の男女共同参画の取り組み

は、性別にとらわれない、子どもたちの無限の可能性を引出し、将来の夢を育み、キ

ャリアデザインの形成を実現します。このためにも、保育や教育現場に携わる職員、

PTA などにおいて男女共同参画への正しい理解を深め、取り組みを進めることが重要

です。 

また、社会全体で男女共同参画の推進を図るため、自治会などの地域活動において

性別にとらわれない参画と多様な視点によるまちづくりが求められています。特に、

東日本大震災や熊本地震を機に、防災や避難所運営における男女共同参画の取り組み

の重要性が指摘されています。 

このような中で、地域活動において、地域の担い手に女性が多いにもかかわらず、

リーダーに女性が少ないことや、仕事や家事の負担から市民の地域活動への参画が進

まず関心も薄いといった問題が生じています。 

地域は、教育・安全・福祉といった市民の生活を支える重要な基礎となります。市

民の地域活動への参画を図り、多様な視点が活かされた地域運営や市民活動を推進す

ることで、地域力を高め、多様性のあるまちづくりの実現に取り組みます。 
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２-１ 男女共同参画の意識啓発・理解促進 

固定的性別役割分担意識の解消のため、各世代に応じた意識啓発により、幅広い年

齢層に対し、身近で分かりやすい取り組みを行います。また、行政の発行物、情報発

信における表現に注意し、メディアリテラシーによる人権侵害の防止に取り組みます。 

 

【主な取り組み】 

取り組み 内容 

男女共同参画に関する

学習機会の提供 

県で実施する男女共同参画に関する研修などを活用して地域団

体・企業等への情報提供や啓発を行い、人材育成を支援します。 

男女共同参画について学習する場として、セミナー等を開催しま

す。 

男女共同参画意識の向

上 

広報紙や市ホームページ、啓発冊子「ＷＩＮＤＹ」などを通じ、

男女共同参画に関する市民の認識を深めるための情報提供と広

報・啓発を実施します。 

男女共同参画に関するフォーラムを開催し、多様な企画により広

く市民への啓発を行います。 

市図書館において、男女共同参画を推進する上で参考となる資料

の収集・情報提供を行います。 

また、男女共同参画に関する推薦図書の展示等を行います。 

広報等における固定的

性別役割分担意識の解

消とメディアリテラシ

ーの推進 

市職員が男女共同参画を阻害する表現等について共通認識を持

てるよう、国、県等が作成しているガイドラインなどを活用し、各

課に周知します。 

市の各種刊行物やホームページ等において、女性（または男性）

だけに用いられる用語や固定的な役割表現等を使用しないなど適

切な表現とするよう留意します。 
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２-２ 学校教育や保育における男女共同参画の促進 

幼少期からの男女平等意識形成のためのカリキュラムを実施し、性別にとらわれな

い進路選択やキャリアデザインができるよう取り組みます。また、学校や保育所の指

導員を対象とした研修等を実施し、指導員の固定的性別役割分担意識の解消と男女共

同参画意識の形成を図ります。 

さらに、児童生徒が、性差に応じて適切に自己管理できるような性教育や情報モラ

ル教育を進めます。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

教職員などの男女共同

参画 

教職員や保育士に対し、男女共同参画に関する研修への参加を
促進します。 

市内小中学校の校長・教頭への女性教員の登用を促進します。
＊ 

性別による隔てのない

教育の実践 

教育活動全体にわたって、男女平等や多様性の尊重を推進する
教育を行います。 

保育環境・学校環境において、性別による序列を生まないよう
に名簿の使用方法について配慮します。また、児童生徒に無意識
のうちに浸透してしまう固定的な性別役割分担等に関する「隠れ
たカリキュラム」を解消します。 

職場体験学習等を通じて、児童生徒の勤労観、職業観を育てる
キャリア教育を推進し、固定的な性別役割分担意識にとらわれな
い進路、職業選択を支援します。 

性の尊重意識の醸成 

児童売買春、援助交際や薬物の乱用等について、その危険性や
心身に及ぼす影響について正しい理解を進め、自分の体や生き方
を大切にすること、犯罪の危険性等について指導します。 

性教育推進委員会を中心として、性教育のカリキュラム内容の
修正を加えながら、各小中学校において児童生徒の発達段階を踏
まえた性教育を推進します。 

性教育に関する強化週間を定め、市内の小中学校全校で啓発や
学習などの取り組みを進めます。 

情報モラル教育の推進 
児童生徒が、インターネットや携帯電話を適切に活用する能力

を習得することができるよう、情報モラル教育を推進します。 

保育体験の実施 ＊ 
小中学校で性別に関わりなく保育体験を行うことで、育児の素

晴らしさ、大切さ等を学び、固定的性別役割分担意識にとらわれ
ない育児参画の意識を高めます。＊ 
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２-３ 地域活動等における男女共同参画の促進 

自治会、PTA などの地域活動に性別に関わりなく市民が参画するよう支援すると

ともに、定年退職者の地域活動への関心を高めるため、情報提供や仲間づくりを支援

します。また、自助・共助に向けた市民活動を促進する取り組みを進めます。 

 

【主な取り組み】     ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

地域活動における男女

共同参画の促進 

地域活動における男女共同参画の重要性について啓発を行い、性

別にとらわれない多様な視点による活動を推進します。 

また、高齢者の知識や経験を活かした地域活動への参画を促進し

ます。 

自治会、ボランティア等各種団体の役員の実態を把握するととも

に、役員への女性登用について啓発を行います。 

ＰＴＡ活動の女性役員の実態を把握するとともに、瀬戸市小中学

校ＰＴＡ連絡協議会を通じ、会長への女性の登用や活動への男性の

参画について啓発を行います。 

男女共同参画を推進す

る市民・団体の活動促進 

国、県、各種団体から提供される男女共同参画に関する各種デー

タや講演会等の資料について、関係する市民や団体へ提供していき

ます。 

男女共同参画推進に関する活動を行う市民や団体の情報交換、相

互交流の機会の提供等を行い、活動の発展・拡大を支援します。 

市民の地域活動等参画

拡大への支援 ＊ 

地域や市民団体などが実施する事業において、子育て世代の参加

促進のための託児や見守りが必要な場合に、サポートを行う人材提

供の支援を行います。＊ 

 

２-４ 防災における男女共同参画の促進 

性別にとらわれない多様な視点による防災・減災や避難所運営が行われるよう取り

組みを行います。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

地域の自主防災・減災活

動における男女共同参

画の促進 ＊ 

第一次瀬戸市地震対策アクションプラン（平成２８年３月策定）

に基づき、地域の自主防災力を高めるため、性別にとらわれない活

動への参画促進、防災に関連する訓練の実施等に取り組みます。＊ 
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 ３ 安心して暮らせる社会づくり 

～全ての人の健全な生活の維持と自立に向けて～ 
 

市民の健康と安全は、健全な職業生活や家庭生活の維持に最も重要なことです。 

個人の人権の尊重とハラスメントや DV などの暴力の根絶、性差やライフステージ

に応じた健康維持、貧困などの困難を抱える人への支援に取り組み、市民の豊かな生

活を実現します。 

 

アンケート結果において、女性におけるセクシャル・ハラスメントの被害が 27.6％

配偶者や恋人などの親密なパートナーからの暴力（DV）の被害が 23.9％に上ってい

ます。このような行為の根底には、固定的性別役割分担意識や、「男性は強くあるべき」

「女性は弱いもの」といったジェンダー意識が深くかかわっています。ハラスメント

や DV の根絶に向け、人権の啓発に取り組むとともに、各種相談支援の充実と関係機

関との連携による被害者支援と被害拡大の防止に努めることが求められます。 

また、言葉の暴力や精神的な暴力がハラスメントや DV にあたるという認識がない

ことにより、加害・被害の潜在化が想定されます。被害者に女性が多いのが現状です

が、言葉の暴力や精神的な暴力は、腕力に関係なくだれもが加害者になりうるため、

性別に関わりなく加害防止の啓発に取り組む必要があります。 

 

近年、性的マイノリティ(LGBT)に対する人権への配慮が求められています。性的マ

イノリティの方は、固定的性別役割分担意識やジェンダーにより生きづらさを強いら

れています。性別にとらわれない、多様な生き方を認め合えるよう啓発を行うととも

に、教育現場において自己の性に違和感を覚える児童・生徒への理解や支援を行い、

不登校などの防止を図り、個人の能力を十分に発揮できる環境を整えることが重要で

す。 

 

女性の妊娠・出産は、健康への配慮や知識・情報の提供が必要とされるため、積極

的な支援を行うとともに、配偶者やパートナーの理解と協力を促し、安心して出産を

迎えられるよう支援します。固定的性別役割分担意識にとらわれない育児参画の意義
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や重要性を啓発し、女性の子育ての負担軽減や孤立防止に取り組みます。 

また、高齢化社会にあたって、市民の健康を維持し、介護予防を図ることが重要で

す。生活習慣病の予防や、性別による特有の疾病の予防、早期発見の啓発を行い、性

差や世代に応じた健康維持と自己管理を促進し、健康寿命の増進を図ります。 

 

ひとり親家庭や高齢単身世帯、障害など介護を必要とする方のいる家庭などにおい

て、社会的孤立や経済的な困難を抱える世帯が増えています。このような背景の一つ

に、育児・介護による離職や非正規雇用が、社会的に可視化されづらい貧困やそれに

伴う年金水準の低さにつながっている現状があります。各種職業技術の習得や相談支

援、福祉サービスの充実を図り、市民が安心して暮らせる環境を整える必要がありま

す。 
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３-１ 人権の尊重 

性別による差別が解消され、家庭・学校・地域・職場のあらゆる場で個人の人権が

尊重されるよう啓発や相談支援を行います。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

人権尊重に関する意識

啓発 

「人権擁護委員」の日や「人権週間」に、リーフレットの配布

等の啓発活動を行い、人権を守る意識を高めます。 

中学生を対象とした人権作文コンテストや小中学生を対象と

した人権教室を実施します。 

学校を通じて児童生徒に「ＳＯＳミニレター」を配布し、子ど

もの人権侵害に関する問題の把握と解決への支援につなげます。 

人権に関する各種相談

の充実 

人権擁護委員の日に特別相談を実施します。 

女性の人権ホットラインを市広報紙で継続して周知します。 

のぞみ学園では、障害児とその家族を支えるため、障害児の困

りごとの解決や適切なサービス利用に向けて、瀬戸市障がい者相

談支援センターと連携し、きめ細やかな相談・支援を提供します。 

女性相談員による「女性の悩みごと相談」を開催し、面接、電

話にて対応します。 

女性の悩みごと相談において、県等の関係機関等との連携を強

化するとともに、外国人相談とも連携し、様々な女性の相談に対

応します。 

女性の悩みごと相談において、相談に対する横断的な対応がで

きるよう、庁内関係各課との連携を強化します。 

性的マイノリティへの

理解 ＊ 

固定的性別役割分担意識の解消による多様な性の啓発ととも

に、性的マイノリティへの理解を促します。＊ 

教育現場において、自分の性に違和感を覚える児童・生徒への

相談に対応します。＊ 
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３-２ パートナー・こどもに対する暴力の根絶 

配偶者やパートナーへの暴力（ＤＶ）、児童虐待を容認しない社会づくりに向け、

暴力根絶のための情報提供などを行うとともに、被害者の相談支援に取り組みます。

また、各種ハラスメントや精神的暴力、ストーカー、デートＤＶなど、加害や被害認

識の啓発を行い、加害・被害防止に取り組みます。 

 

【主な取り組み】 

取り組み 内容 

ＤＶに対する理解を深

めるための啓発、教育の

充実 

教育機関等との連携のもと、若年層を対象にデートＤＶやストー

カーに関する正しい知識を提供します。 

市民向けにＤＶについて学習できる機会を提供し、加害・被害防

止を行います。 

市広報紙、啓発冊子「ＷＩＮＤＹ」、パンフレット等を通じて、

ＤＶの現状や防止策、ＤＶ防止法等の関連法令についての情報提供

と啓発を行います。 

外国人に対し、チラシや広報等により DV についての啓発を行い

ます。 

学校での性教育の時間を活用し、児童生徒に対し、デートＤＶに

ついての認識や理解への啓発、教育を行います。 

安心して相談できる体

制の構築 

「家庭児童相談」や「女性の悩みごと相談」において、ＤＶに関

する相談に対応するとともに、必要に応じて県等の専門機関と連携

を図ります。 

ＤＶに関する相談では、窓口において様々な情報提供を行い、被

害者の意志による問題解決を支援する役割を担います。 

ＤＶや児童虐待に対して、関係機関、地域のネットワークの構築

など、相談支援体制の充実の検討に努めるとともに、相談対応の質

の向上を図ります。 

児童虐待と関連の深いＤＶのケースについては、要保護児童対策

地域協議会代表者会議、実務者会議等の機能を活用し、警察や専門

機関等とも連携を図りながら迅速な対応にあたります。 

ＤＶや児童虐待の対応における庁内の連携や情報の共有にあた

っては、被害者のプライバシーや個人情報の保護と安全の確保を図

ります。 

窓口業務においてＤＶや児童虐待の被害者・加害者に接する可能

性のある職員について、研修などを通じ、ＤＶや児童虐待に関する

知識と相談技術の向上に努め、被害者の二次被害の発生を防ぎま

す。 
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取り組み 内容 

被害者の自立支援の充

実 

ＤＶの被害者を一時保護し、加害者から離れて自立した生活が行

われるよう、県などの関係機関との連携を強化し、支援を行います。 

ＤＶ被害者への社会生活に必要な情報の提供、助言、関係機関と

の連絡調整を行い、自立支援に必要な措置を適切に行います。 

ＤＶ相談員や支援員について、専門的な研修会や会議への参加に

より、被害者の自立支援に関する知識や技術の集積を行います。 

セクシャル・ハラスメン

ト、性犯罪等に関する意

識啓発 

市広報紙、啓発冊子「ＷＩＮＤＹ」、パンフレット等を通じて、

セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント、性犯罪、ス

トーカー行為等のあらゆる暴力の根絶についての広報、啓発を行い

ます。 

 

 

※ 基本施策「パートナー・こどもに対する暴力の根絶」は、「配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に関する法律」第２条の３第３項に規定する「市町村基

本計画」として、「瀬戸市 DV 対策基本計画」に位置づけます。 
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３-３ あらゆる段階における健康づくり支援 

生涯を通じて健康を保持できるよう、生活習慣病予防や他の疾病予防に取り組むと

ともに、性別や年齢に応じた心身の健康づくりを支援します。特に、安心・安全な妊

娠・出産に向けた妊産婦への質の高い支援を行うとともに、育児不安解消のための相

談支援の充実に取り組みます。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

出産・育児に関する各種

相談と支援の充実 

すべての妊婦に対して妊娠、出産、育児の不安解消と精神安定を

図るため、母子健康手帳（親子手帳）交付時に妊婦相談を実施しま

す。 

性別に関わらず子育ての意識を高められるよう、相談事業への配

偶者・パートナーの参加を働きかけます。 

６か月児健康相談、離乳食教室や赤ちゃんサロン、乳幼児健康相

談を開催し、保健指導や健康情報の提供等を行います。 

生後４か月までの赤ちゃんのいるすべての家庭を訪問し、子育て

に関する相談対応や情報提供等を行うとともに、虐待の未然防止と

早期発見を行います。 

必要に応じて、子育て家庭への家庭訪問や相談等を個別で行いま

す。 

定期や個別の相談、家庭訪問時において、配偶者・パートナーの

育児参画や家族などの周囲の育児支援の状況を確認し、母親の育児

負担感の把握を行います。 

子育て支援センター、育児サロン、保育園、乳幼児健診時、家庭

児童相談室等で相談に応じるとともに、育児に関する相談等支援の

窓口を周知していきます。 

せとっ子すくすく相談専用回線を開設し、子育てに関する相談に

応じます。 

乳幼児期における子育ての課題や悩みの解消など、ライフステー

ジに応じた様々な課題別の学習機会を提供します。 

妊娠・出産に関する正しい情報や知識を提供し、ライフプランニ

ングやワーク・ライフ・バランスの支援を行います。＊ 
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取り組み 内容 

妊婦乳児健康診査の充

実 

妊婦と乳児の健康の保持増進及び異常の早期発見・早期治療を図

るために、医療機関で受ける妊婦及び乳児の健康診査の費用を助成

します。 

不妊治療に関する支援 

不妊に悩む夫婦に対し、一般不妊治療、検査に要する費用の一部

助成を行います。 

県で実施する、より高度なレベルの特定不妊治療費助成事業や不

妊に関する相談について、情報提供や紹介を行います。 

健康づくり事業の充実 

各種がん検診、歯科健診を実施するとともに、特に女性特有の乳

がん・子宮がん検診、男性特有の前立腺がん検診について受診を促

進します。 

年齢要件から健康診査を受けることができない 30 歳代の女性

を対象とした健康診査を実施します。 

健診後の保健指導や健康教室・健康相談などを実施し、自らの健

康の保持・増進を図れるよう支援します。 

こころの健康維持への

支援＊ 

ストレス対策などの正しい知識の普及を行い、関係機関と連携し

こころのケアや相談体制の充実を図ります。＊ 

介護予防事業の実施 ＊ 

高齢者が要介護状態等となることを予防し、可能な限り地域に

おいて自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、

介護予防事業を実施します。＊ 
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３-４ 困難を抱える人への支援 

貧困や社会的孤立等の解決に取り組み、総合的な相談体制を整備します。特に、ひ

とり親家庭の自立に向けた支援と情報提供を行います。 

また、高齢者や障害者、その家族が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう福祉サ

ービスを充実します。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

事業名 内容 

ひとり親家庭の自立支

援 

ひとり親家庭の経済的な安定及び自立の促進に向け、親を対象

に、資格や技能の修得のための各種講座の受講や養成機関での修業

に対し給付金を支給します。 

母子父子自立支援員による就労相談、就労先に関する情報提供を

行います。 

安心・安定した生活のた

めの各種相談の充実 

発達障害やその疑いのある子どもに対し、発達支援室において相

談を実施します。また、必要に応じて健康課、のぞみ学園、幼稚園、

保育園、学校等の連携を図り、子育てを支援します。 

障がい者相談支援センターにおいて、各種障害福祉サービスなど

障害全般に関する相談や情報提供を行い、必要に応じて関連機関と

連携を図りながら支援を行います。 

尾張東部成年後見センターにおいて、成年後見制度の利用支援を

行い、障害者や高齢者が安心して暮らせるよう対応します。 

福祉総合相談窓口において、障害者や高齢者、経済的に悩んでい
る方が自立し、安心して暮らすことができるよう、各分野の専門の
相談員が連携を図りながら支援を行います。＊ 

障害者福祉サービスの

周知 

支援が必要な障害者が必要に応じてサービスなどを受けられる
よう、福祉サービスなどに関する情報を収集し、障害者やその家族
への情報提供を行います。 
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 ４ 計画の推進 

～市役所の率先した取り組みによる住みよいまちに向けて～ 

本計画の趣旨と目標達成に向けた施策内容を広く市民に周知するとともに、計画の

進捗管理を確実に実行することにより、本市の女性活躍・男女共同参画の実現に向け

た事業の充実を図っていきます。 

また、市は地域のモデルとして、特に管理監督職における女性の比率の向上、男性

職員の育児休業等の取得促進、時間外勤務の縮減などに積極的に取り組みます。 

 

 

４-１ 地域のモデルとしての市役所 

庁内の女性活躍・男女共同参画を積極的に推進し、一事業所のモデルとしての役割

を果たすため、職員の意識啓発に取り組み、性別に関わりなく働きやすい職場づくり

を行います。 

また、ロールモデルとなる市内事業所と連携し、女性活躍・男女共同参画の機運の

醸成を図ります。 

 

【主な取り組み】    ＊は第２次瀬戸市男女共同参画プランに主な取り組みとして掲載がなく 

本計画から新たに掲載するもの 

取り組み 内容 

市職員に対する情報提

供 

職員に対して、男女共同参画社会に関する意識向上を図るた

め、積極的な情報提供を行います。 

新規採用職員、管理監督

者に対する研修 

新規採用職員に対し、男女共同参画に関する研修を実施しま

す。 

管理監督者に対し、女性の人材育成、登用などに関する研修を

実施します。 

性別による偏りのない

職員採用 

職員採用において性別による偏りがないよう、適正に採用を行

います。 

性別にとらわれず、個人の能力や適性を重視した職務分担や配

置を行います。 
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取り組み 内容 

職員の育児休業取得の

促進 

新規採用職員研修や管理監督者研修に対し、母体保護、育児休

業、出産・育児支援に関する制度に関する研修を実施し、制度の

普及を行います。 

育休代替任期付職員採用制度の適用により、育休取得を促進し

ます。＊ 

面談等を通じ、妊娠した職員、配偶者が妊娠した職員の育児休

業取得を促進します。 

男性職員が積極的に育児休業を取得できるよう、具体的事例を

示し、育児休業取得のメリットを伝え、職員本人及び所属長など

周囲の職員の意識改革を行います。 

育児休業取得後の復職にあたって、短時間勤務の適用、人事異

動の配慮や面談の実施等を通じ円滑な復職を支援します。 

男性職員の配偶者出産休暇取得の促進を進めるため、休暇申請

の手続きを簡略化します。＊ 

市役所におけるワー

ク・ライフ・バランスの

推進＊ 

職員が年次有給休暇を取得しやすい環境づくりを進めます。＊ 

時間外勤務の必要性を精査するとともに業務配分の見直しを

行い、時間外勤務を縮減します。＊ 

育児や介護、キャリアアップなどライフステージに応じ、職員

が家庭・仕事に関する情報交換・交流ができる場を提供し、ワー

ク・ライフ・バランス推進への意識向上を図るとともに、職員の

ニーズや職場環境の実態等の把握を行います。＊ 

性別に関わらず利用し

やすい施設の改善 

瀬戸市が管理する施設に、ベビーベッドやベビーチェアを備え

た多目的トイレを設置するなど、性別に関わらず利用しやすい施

設の改善に努めます。 

事業所等との連携によ

る推進 ＊ 

女性活躍・男女共同参画推進に積極的に取り組む事業所等との

連携体制を構築し、市内事業所等への取り組み事例の情報提供に

よる機運の醸成と取り組みの促進を行います。＊ 
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４-２ 計画の進捗管理 

関係部署との連携を図り、施策を着実に実行していきます。また、瀬戸市女性活躍

推進及び男女共同参画審議会からの意見を基に、より効果的な事業と施策を推進しま

す。 

 

【主な取り組み】 

取り組み 内容 

瀬戸市の取り組み・成果

の報告 

瀬戸市が実施した男女共同参画の取り組み内容やその成果につ

いて、市広報紙等で報告し、地域、企業等の取り組みを促進しま

す。 

市職員の育児休業取得、超過勤務時間の縮減、市管理監督職に

占める女性職員の割合、審議会等委員への女性登用の状況を公表

します。 

本計画の進捗状況の把握

と評価 

本計画に基づき、年度ごとに施策の進捗状況の評価を行い、計

画の着実な推進を行います。 

｢瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会｣へ本計画の進捗

状況等を報告し、意見をいただくなど、適正な進行管理を行いま

す。 

庁内推進体制の整備 
本計画を総合的に推進するため、男女共同参画担当課を中心に

庁内の連携を強化します。 

本計画と取り組みの周知 
本計画の取り組みについて市民に周知し、女性活躍・男女共同

参画への意識の醸成を行います。 

 



  

65 

 

 ５ 数値目標 

４つの重点目標ごとに数値目標を設定し、進捗状況や成果の把握を行います。 
 
※各個別計画において定められている数値目標については、個別計画での数値の見直し等がされた場

合は、それに準ずるものとします。 

 

１ あらゆる分野における個人の活躍 

項目 
現 状 目 標 新規／ 

継続 （平成 27 年） （平成 33 年） 

職場における男女の地位に対する平等意識 

（職場における男女の地位に対して「平等であ

る」と回答した人の割合） 

14.0% 
（アンケート調査） 

50.0％ 新規 

「あいち女性輝きカンパニー」の認証を受けた市

内企業数 
３社 ８社 新規 

「ファミリーフレンドリー企業」に登録している

市内企業数 
15 社 20 社 新規 

せとっ子モアスクールの数 11 か所 20 か所 継続 

待機児童数 
16 人 

（H28.4.1） 
解消 新規 

男性の育児休業取得率 

（企業へのアンケート調査において、配偶者が出

産した社員のうち、育児休業を取得したと回答し

た人の割合） 

3.2％ 
（アンケート調査） 

6.0％ 継続 

マタニティ教室への初産妊婦の配偶者・パートナ

ーの参加率 
89.9％ 98.0％ 新規 

管理監督的地位（係長級以上）にある市職員に占

める女性割合 

管理職（課長級以上） 

6.0％ 

（H28.4.1） 
11.0％ 新規 

管理監督職（係長級以上） 

23.9％ 

（H28.4.1） 
30.0％ 継続 

審議会の女性委員の登用率 

（瀬戸市の審議会等委員に占める女性の割合） 

24.1％ 

（Ｈ28.４.1） 
30.0％ 継続 
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２ 男女共同参画の実現に向けた基礎の確立 

項 目 
現 状 目 標 新規／

継続 （平成 27 年） （平成 33 年） 

「男女共同参画社会」という用語の認知率 

（「見たり聞いたりしたことがある」と回答した人

の割合） 

63.8％ 
（アンケート調査） 

80.0％ 継続 

固定的役割分担意識の解消 

（「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」に反対の

割合） 

46.6% 
（アンケート調査） 

60.0％ 継続 

「自分には良いところがあると思う」と回答した児

童生徒の割合 （教育アクションプラン） 

小６：75.7％ 

中 3：68.9％ 

81.0％ 

76.0％ 
新規 

「将来の夢や目標を持っている」と回答した児童生

徒の割合 （教育アクションプラン） 

小 6：85.3％ 

中 3：66.7％ 

88.0％ 

72.0％ 
新規 

校長・教頭における女性の登用率 
（教育アクションプラン） 

5.4％ 12.0％ 新規 

子育て支援サポーター養成講座受講者数 ― 300 人 新規 

災害ボランティアコーディネーター登録者数 女性２８人 
（H28 登録者数 87 人） 

４１人 
（登録者数１２７人） 新規 

 
 

３ 安心して暮らせる社会づくり 

項 目 
現 状 目 標 新規／ 

継続 （平成 27 年） （平成 33 年） 

社会全体での平等意識 

（社会全体における男女の地位に対して「平等であ

る」と回答した人の割合） 

15.3％ 
（アンケート調査） 

50.0％ 継続 

何らかの暴力を受けたことのある人の割合 

（ＤＶの質問に対し「そのようなことはなかった」

と「無回答」を除いた割合） 

16.9％ 
（アンケート調査） 

0.0％ 継続 

ＤＶについて、誰も相談する人がいなかった人の割

合（ＤＶの被害を受け、どこ（誰）にも相談しなか

った人のうち、「誰も相談する人がいなかった」と

回答した人の割合） 

5.3％ 
（アンケート調査） 

0.0％ 継続 

乳がん検診の受診率 
（いきいき瀬戸 21） 

17.4％ 50.0％ 新規 

子宮頸がん検診の受診率 
（いきいき瀬戸 21） 

19.3％ 50.0％ 新規 



  

67 

 

４ 計画の推進 

項 目 
現 状 目 標 新規／ 

継続 （平成 27 年） （平成 33 年） 

市役所正規常勤職員の超過勤務時間の縮減 

全体平均 

15.3 時間／月 
 

10 時間／月 
新規 

45 時間以上／月 

３８人 0 人 

配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇制度が

利用可能な男性市職員の休暇取得率 

１日以上取得 

50.0％ 
100％ 新規 

合計５日以上取得 

9.1％ 
50.0％ 

継続 
（見直し） 

女性活躍・男女共同参画推進に関する市職員への研

修の実施 
１回／年 ２回／年 新規 
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参考資料 
 

 

 １ 推進体制 

男女共同参画社会の実現の

ためには、庁内各課の関連事業

の進捗状況や指標の達成状況を

把握し、効果的に計画の推進を

図る必要があります。 

着実な計画の実行に向け、「瀬

戸市女性活躍推進及び男女共同

参画審議会」への進捗状況の報

告を行い、本審議会委員となる有識者や企業、関係団体、市民からの意見を基に、Ｐ

ＤＣＡサイクルによる事業評価と改善を実施します。 

 

【計画推進体制図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 

瀬戸市女性活躍推進及び 
男女共同参画審議会 

瀬戸市 

市長 

指示 報告 

研究・ 

調査指示 

報告 

企画・提案 

 
 

瀬戸市女性活躍推進及び 
男女共同参画庁内会議 

  
瀬戸市女性活躍推進及び 
男女共同参画庁内ワーキング

グループ 

提言 

意見・提案 

実績報告 
施策提案 

 

市民  企業 

地域  関係団体 

連携・協働 

【ＰＤＣＡイメージ】 

 
Ｐlan（計画） 

計画の策定・ 

事業の企画 

Ｄo（実施） 
事業の実施 

Ｃheck（評価） 
事業・計画の評価 

Ａction（改善） 
事業・目標の見直し 
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 ２ 用語説明 

 あ行  
 

あいち女性輝きカンパニー（P.65） 

女性の活躍促進に向け、トップの意識表明や採用拡大、職域拡大、育成、管理職登用のほ

か、ワーク・ライフ・バランスの推進や働きながら育児・介護ができる環境づくりなどの

取り組みを行っている企業等を県が認証する制度のこと。認証ロゴマークの活用による企

業ＰＲやイメージアップ、県入札等における評価加点、協賛金融機関での融資の金利優遇

などが受けられる。 

 

Ｍ字カーブ（P.13） 

日本の女性の就業率を年齢階級別にグラフ化したとき、30 歳代を谷とし、20 歳代後半と

40 歳代後半が山になるアルファベットのＭのような形になること。結婚や出産を機に労働

市場から離れる女性が多く、子育てが一段落すると再び就職するという特徴があるために

このような形になる。 

 

エンパワーメント（P.5） 

女性が政治・経済・社会・家庭などのあらゆる分野において、自ら意思決定・行動し環境

を変えていこうとする、自信や自己決定力の回復・強化を行うこと。 

 

尾張東部成年後見センター（P.61） 

認知症や知的障害・精神障害などで判断能力が不十分な人に対し、成年後見制度の利用を

促進する機関のこと。尾張東部圏域の構成市町(瀬戸市・尾張旭市・豊明市・日進市・長久

手市・東郷町)で共同設置しており、平成 23 年度から業務を開始している。 

 

 か行  
 

隠れたカリキュラム（P.52） 

「校長は男性」「生徒会長は男の子」などの、日常生活から無意識のうちに児童生徒に伝わ

る行動様式や性別役割などの知識のこと。 

 

キャリア教育（P.52） 

主体的に自己の進路を選択・決定できる能力や勤労観、職業観を身に付け、様々な課題に

対応し、社会人・職業人として自立していくことができるようにする教育のこと。 

 

キャリアデザイン（P.50） 

自分の職業人生を主体的に構想・設計すること。自分の経験や技術、性格、ライフスタイル

を考慮し、仕事を通じて実現したい将来像を明確にすること。 
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子育てサポーター（P.46） 

   子育てが一段落した方や、退職された方など、自身の子育てに関する経験や知識を活かし、

育児中の保護者の不安や悩みを解消するため、地域の子育てサロンや保育園等の身近な場所

で活動する子育て支援協力者のこと。市が開催する養成講座を受講することにより、サポー

ターとして登録できる。 

 

固定的性別役割分担意識（P.1） 

「男は仕事、女は家庭」「男は主、女は従」というように、性の違いによって役割を固定し

てしまう考え方や意識のこと。また、「男らしさ、女らしさ」を求めることも、この固定的

性別役割分担意識に基づく男女それぞれの役割への期待が反映されているといわれている。 

 

コンパクトシティ（P.43） 

居住地だけでなく、行政や商業、医療福祉施設、大学等教育研究機関などを、郊外から街

中へ集約する都市形態のこと。 

 

 さ行  
 

災害ボランティアコーディネーター（P.66） 

   大規模な災害が発生した時、市と瀬戸市社会福祉協議会が共同で設置する「災害ボランティ

アセンター」において、全国から駆けつけるボランティアの受け入れを行い、支援を必要と

している被災者のニーズを把握し、適材適所へボランティアを派遣する役割を担う人のこと。 

 

ジェンダー（社会的性別）（P.5） 

「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間には生まれついての生物学的性別(セッ

クス/sex)がある。一方、社会通念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」、

「女性像」があり、このような男性、女性の別を「社会的・文化的に形成された性別」(ジ

ェンダー/gender)という。 

 

情報モラル（P.52） 

情報社会で適正に活動するための基となる考え方や態度のこと。 

 

女性の人権ホットライン（P.56） 

配偶者やパートナーからの暴力、職場等におけるセクシュアル・ハラスメント、ストーカ

一行為といった女性をめぐる様々な人権問題についての相談を受け付ける専用相談電話の

こと。 
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人権週間（P.56） 

毎年 12 月 10 日を最終日とする 1週間(12月 4 日から同月 10 日まで)のこと。この「人

権週間」には人権尊重思想の普及高揚を図る活動が行われている。 

 

人権擁護委員（P.56） 

市町村(特別区を含む)の区域で人権擁護活動を行う、法務大臣から委嘱された民間の人のこ

と。人権相談や人権に関する啓発活動を行う。人権擁護委員の日は 6 月 1 日。 

 

ストーカー（P.4） 

同一の者に対しつきまとい等を反復して行い、その相手方に、身体の安全、住居等の平穏

もしくは名誉が害されている、または行動の自由が著しく害されているという不安を覚え

させること。 

 

性的マイノリティ(LGBT)（P.54） 

ＬＧＢＴといわれる、レズビアン／Lesbian（女性同性愛者）、ゲイ／Gay（男性同性愛者）、

バイセクシュアル／Bisexual（両性愛者）、トランスジェンダー／Transgender（生まれ

た時に割り当てられた法律的・社会的な性別にとらわれない性別のあり方を持つ人）など、

様々な性のあり方を持っている人々の総称のこと。 

 

セクシュアル・ハラスメント（P.28） 

性的な言動により相手に不快感を与え、相手の生活環境を害し、またはその相手に不利益

を与える行為のこと。身体への不必要な接触、性的関係の強要、性的なうわさの流布、人

目にふれる場所へのわいせつな写真やポスターの掲示などが含まれる。 

 

せとっ子モアスクール（P.33） 

「放課後児童クラブ（保護者が労働等で昼間家庭にいない児童を対象とした、遊びと生活

の場を与える施設）」と「放課後学級（児童が異年齢で遊んだり、地域住民と交流したりす

る子どもの居場所）」を併せ持った施設のこと。 

 

 た行  
 

男女共同参画社会（P.1） 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活

動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利

益を享受することができ、かつ、ともに責任を担うべき社会のこと。 

 

ツクリテ（P.44） 

丁寧な「手作りの仕事」を通じて、瀬戸の歴史や文化、ものづくりの伝統を受け継ぎ、瀬

戸の新たな魅力を生み出す人々のこと。 
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テレワーク（P.38） 

在宅勤務など、ICT（情報通信技術）を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方

のこと。 

 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）（P.28） 

配偶者等の親密な関係にある者からの身体的、精神的、経済的または性的な苦痛を与えら

れる暴力的行為のこと。その中でも、交際相手からふるわれる暴力をデートＤＶという。 

 

 な行  
 

任期付職員（P.63） 

一定の期間内に終了することが見込まれる業務に従事させる必要がある場合など、法令に

規定される要件が認められる状況において、３年を超えない範囲（特に必要がある場合は

５年を超えない範囲）で任期を限定して採用される職員のこと。 

 

 は行  
 

パタニティハラスメント（P.48） 

男性が育児休業や育児短時間勤務などを希望して、育児に関わろうとしても、職場の上司

等がそれを妨げる行為のこと。 

 

パワー・ハラスメント（P.58） 

職場などにおける、権力や地位を利用した嫌がらせのこと。 

 

PDCAサイクル（P.68） 

①Ｐｌａｎ：目標・計画の設定②Ｄｏ：実行・行動③Ｃｈｅｃｋ：点検・評価④Ａｃｔｉ

ｏｎ：改善 の一連のサイクルにより、次の目標・計画に反映させる管理方法のこと。 

 

ファミリーフレンドリー企業（P.43） 

仕事と育児・介護・地域活動など仕事以外の活動を両立できるよう積極的に取り組む企業。

県に登録することで取り組みを紹介し、企業のイメージアップを図ったり、優遇制度を利

用できる。 

 

フレックスタイム（P.42） 

１か月以内の一定期間（清算期間）における総労働時間をあらかじめ定めておき、労働者

はその枠内で各日の始業及び終業の時刻を自主的に決定し働く制度のこと。 
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 ま行  
 

メディアリテラシー（P.51） 

メディアが発信する情報を批判的に分析し、メディアに対して主体性をもつ能力と、メデ

ィアを使って自分自身の考えを表現する能力。メディアから発信される固定観念を見極め

る能力や固定観念にとらわれない表現を使った発信能力のこと。 

 

 ら行  
 

ライフステージ（P.37） 

出生・就学・就職・結婚・出産・子育て・退職などの年齢に伴って変化する生活段階のこ

と。 

 

ロールモデル（P.43） 

将来像を描いたり、自分の理想や目標を実現するための具体的な方法や計画を考える際の

模範や手本となる人物のこと。 

 

 わ行  
 

ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和) （P.4） 

性別や年齢などに関わらず誰もが、仕事・家庭生活・地域生活・個人の自己啓発など、様々

な活動について、自ら希望するバランスで展開できる状態のこと。 



  

74 

 ３ 策定経過 

 

年月日 内容 

平成２７年 
４月 2 日 

平成 27年度第１回瀬戸市男女共同参画推進庁内会議 
・第２次瀬戸市男女共同参画プランに係る平成２６年度事業実績・報
告について 

・第３次瀬戸市男女共同参画プラン策定スケジュール（案）について 

４月２４日 

平成 27年度第１回瀬戸市男女共同参画推進会議 

・第２次瀬戸市男女共同参画プランに係る平成２６年度事業実績・報

告について 

・第３次瀬戸市男女共同参画プラン策定スケジュール（案）について 

７月 21日 

平成２７年度第１回瀬戸市男女共同参画推進会議ワーキンググループ 
・プラン見直しのスケジュールについて 
・国の動向と瀬戸市の現状について 
・ワークショップ（重点課題の原因抽出） 

８月 ７日 

平成２７年度第２回瀬戸市男女共同参画推進会議ワーキンググループ 
・ワークショップ 
「進まない女性の活躍と管理職登用」 

・アンケート調査素案について 

８月 19日 
平成 27年度第２回瀬戸市男女共同参画推進庁内会議 

・国の動向と瀬戸市の現状・課題について 
・男女共同参画に関するアンケート調査の素案について 

9 月 25日 
平成 27年度第２回瀬戸市男女共同参画推進会議 

・国の動向と瀬戸市の現状・課題について 
・男女共同参画に関するアンケート調査の素案について 

10 月 20日 
～11 月 10 日 

瀬戸市男女共同参画に関するアンケート調査実施 

12 月 22日 
平成 27年度第３回瀬戸市男女共同参画推進会議ワーキンググループ 

・アンケート集計結果報告 
・女性活躍推進に関する特定事業主行動計画策定の意見交換 

平成２８年 
１月 ８日 

平成 27年度第３回瀬戸市男女共同参画推進会議 

 ・アンケート集計結果報告（抜粋） 

 ・女性活躍推進に関する特定事業主行動計画策定の経過報告 

２月 23日 
平成 27年度第３回瀬戸市男女共同参画推進会議 

・男女共同参画に関するアンケート調査の結果とまとめについて 
・次年度の計画策定に向けて 

３月 28日 

平成 27年度第４回瀬戸市男女共同参画推進会議ワーキンググループ 

・アンケートの分析結果 
・計画策定について 

目的の確認及び体系・柱について 
２次プランにおける事業のまとめ及び新規事業の提案について 
女性活躍推進に関する特定事業主行動計画について 
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年月日 内容 

４月 ５日 

平成２８年度第１回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議 

・瀬戸市女性活躍推進・第３次男女共同参画プランについて 
策定体制とスケジュール 
第２次瀬戸市男女共同参画プランのまとめについて 
計画の基本的な考え方及び重点目標について 

 ・特定事業主行動計画について 

４月 ８日 

平成２８年度第１回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会 

 ・諮問 
・瀬戸市女性活躍推進・第３次男女共同参画プランについて 
・第２次瀬戸市男女共同参画プランのまとめについて 
・計画の基本的な考え方及び重点目標について 

５月２４日 

平成２８年度第１回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議ワー

キンググループ 

・次期プランの体系・実施施策について 

・次期プランのオリジナル事業について（ワークショップ） 

６月 １日 

平成２８年度第２回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議ワー

キンググループ 

・次期プランのオリジナル事業について（ワークショップ） 

６月２４日 
平成２８年度第２回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議 

・次期プラン案と関連事業について 
・次期プランにおける瀬戸市の最重要事業案について 

７月 12日 
平成２８年度第２回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会 

・次期プラン体系案と関連事業案について 
・次期プランにおける瀬戸市の最重点事業案について 

10 月 ５日 
平成 28年度第３回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議 

・計画素案について 

10 月 19日 
平成 28年度第３回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会 

・計画素案について 

１２月 １日 
～１２月２８日 

パブリックコメントの実施 

平成２９年 
１月１３日 

平成 2８年度第３回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議ワー

キンググループ 

 ・パブリックコメント結果について 

・トライアングルプランⅢ最終案について 

・トライアングルプランⅢに基づく具体的事業について 

２月  ７日 

平成 28年度第４回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議 

・パブリックコメント結果について 
・トライアングルプランⅢ最終案について 
・トライアングルプランⅢに基づく具体的事業について 

２月２４日 

平成 28年度第４回瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会 

・パブリックコメント結果について 
・トライアングルプランⅢ最終案について 

・トライアングルプランⅢに基づく具体的事業について 

・答申 
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４ 瀬戸市男女共同参画推進会議 

（１）瀬戸市男女共同参画推進会議設置要綱 

（目的） 

第１条 本市における男女共同参画に係る施策を総合的かつ効果的に推進するために必要な調査

及び提言を行うことを目的に瀬戸市男女共同参画推進会議（以下「推進会議」という。）を

設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進会議の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１）瀬戸市男女共同参画プランの推進に関すること 

（２）男女共同参画社会に関する調査及び分析に関すること 

（３）その他目的達成に必要な事項に関すること 

（構成） 

第３条 推進会議は、市長が委嘱する別表の委員をもって構成する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補充委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

３ 委員は、再任することができる。 

（組織） 

第４条 推進会議に、委員長１名、副委員長１名を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により選出する。 

３ 委員長は、委員会を代表して、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（意見聴取） 

第５条 推進会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見又は

説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第６条 推進会議に関する庶務は、交流活力部交流学び課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要網に定めるもののほか、必要な事項は委員長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、平成２６年５月１日から施行する。  
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（２）瀬戸市男女共同参画推進会議名簿 

 
 

 氏名 所属・団体等 役職等 

1 委員長 石月 静恵 桜花学園大学 保育学部教授 

２ 副委員長 興梠 雅則 河村電器産業株式会社 総務部総務課長 

３ 委 員 伊達 清隆 瀬戸労働基準監督署 監督課長 

４ 委 員 横井 寿史 NPO 法人ファザーリング・ジャパン 理事 

５ 委 員 前田 孝子 瀬戸市小中学校校長会 東山小学校校長 

６ 委 員 宮村 恵美子 瀬戸市小中学校ＰＴＡ連絡協議会 母親代表副部長 

７ 委 員 中村 貴美子 女性相談 相談員 

８ 委 員 浦嶋 仁美 市民公募  

９ 委 員 林 加那子 市民公募  

10 委 員 青山 一郎 瀬戸市 副市長 
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 ５ 瀬戸市男女共同参画推進庁内会議 

（１）瀬戸市男女共同参画推進庁内会議設置要綱（Ｈ27 年） 

（目的） 

第１条 本市における男女共同参画に係る施策を総合的かつ効果的に推進するために必要な調査

及び検討を行うことを目的に瀬戸市男女共同参画推進庁内会議（以下「推進庁内会議」という。）

を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 推進庁内会議の所掌事項は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）瀬戸市男女共同参画プランの推進に関すること 

（２）男女共同参画社会実現の促進に係る総合調整に関すること 

（３）瀬戸市男女共同参画プランの進捗管理に関すること 

（４）その他目的達成に必要な事項に関すること 

（組織） 

第３条 推進庁内会議は、会長、副会長、委員をもって組織し、それぞれ別表に掲げる職にあるも

のをもって充てる。 

（会長及び副会長） 

第４条 会長には副市長を、副会長には交流活力部長をもって充てる。 

２ 会長は、庁内会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、副会長がその職務

を代理する。 

（会議） 

第５条 推進庁内会議は、会長が招集し、会議の議長となる。 

（ワーキンググループ） 

第６条 推進庁内会議に、ワーキンググループを置く。 

２ ワーキンググループは、男女共同参画施策に関する企画、調査及び研究を行う。 

（意見聴取） 

第７条 推進庁内会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見

又は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 庁内会議に関する庶務は、交流活力部交流学び課において処理する。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、推進庁内会議の運営に関する事項は、会長が別に定める。 

  附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２６年５月１日から施行する。 
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（第３条関係） 

  職 名 

会長 副市長 

委員 行政経営部長 

委員 経営課長 

委員 人事課長 

副会長 交流活力部長 

委員 産業課長 

委員 健康福祉部長 

委員 社会福祉課長 

委員 高齢者福祉課 

委員 こども家庭課長 

委員 健康課課長 

委員 教育部長 

委員 学校教育課長 
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（２）瀬戸市男女共同参画推進庁内会議名簿 

 

 氏 名 部課名 

1 会 長 青山 一郎 副市長 

２ 副会長 山田 真司 交流活力部部長 

３ 委 員 長谷川 利忠 交流活力部産業課長 

４ 委 員 加藤 仁章 行政経営部長 

５ 委 員 高田 佳伸 行政経営部経営課長 

６ 委 員 松崎 太郎 行政経営部人事課長 

７ 委 員 瀧本 文幸 健康福祉部長 

８ 委 員 水野 典雄 健康福祉部社会福祉課長 

９ 委 員 石川 治 健康福祉部高齢者福祉課長 

１０ 委 員 小島 早苗 健康福祉部こども家庭課主幹 

１１ 委 員 樋口 照美 健康福祉部健康課課長補佐 

１２ 委 員 加藤 泰 教育部長 

１３ 委 員 熊谷 由美 教育部学校教育課課長補佐 
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（３）女性活躍推進及び男女共同参画庁内ワーキンググループ名簿 

 

 氏 名 部課名 

１ 久野 崇 行政経営部経営課 

２ 印藤 祐子 行政経営部人事課 

３ 吉川 貴光 交流活力部産業課 

４ 日栄 美奈 健康福祉部社会福祉課 

５ 西森 佳子 健康福祉部高齢者福祉課 

６ 鈴木 康夫 健康福祉部こども家庭課 

７ 青山 紀子 健康福祉部こども家庭課家庭児童相談室  

８ 下園 千早 健康福祉部健康課 

９ 勝谷 晋也 教育部学校教育課 

10 森 麻衣 市長直轄防災安全課 

11 山田 清子 公募（都市整備部維持管理課） 

12 富田 理紗 公募（市民生活部税務課） 

13 高島 拓真 公募（健康福祉部こども家庭課のぞみ学園） 
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 ６ 瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会 

（１）瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会条例 

（目的） 

第 1 条 この条例は、本市において、豊かで活力ある社会の実現に向けて女性の職業生活における

活躍を推進するとともに、男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によつて社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、均等に利益を享受し共に責任を担うべき男女

共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（設置） 

第 2 条 前条の目的を達成するため市長の諮問機関として、瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画

審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

（組織） 

第 3 条 審議会は、委員 20 人以内で組織し、委員は市長が委嘱する。 

（担任事務） 

第 4 条 審議会の担任事務は、次に揚げる事項とする。 

（１）男女共同参画社会基本法(平成 11 年法律第 78 号)第 14条第 3項に規定する計画の策定及

び見直しに係る調査並びに審議に関すること。 

（２）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律(平成 27 年法律第 64 号)第 6条第 2 項に

規定する計画の策定及び見直しに係る調査並びに審議に関すること。 

（３）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(平成 13 年法律第 31号)第 2条

の 3第 3項に規定する計画(第 1号に掲げる計画と一体のものとして策定する場合を含む。)

の策定及び見直しに係る調査並びに審議に関すること。 

（４）前 3号に掲げる計画の推進に関すること。 

（５）その他市長が必要と認める事項に関すること。 

（会長及び副会長） 

第 5 条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第 6 条 審議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（庶務） 

第 7 条 審議会の庶務は、交流活力部交流学び課において処理する。 

（委任） 

第 8 条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営その他必要な事項は、市長が定める。 
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附 則 

この条例は、平成 28年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

（２）瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会規則 

（趣旨） 

第 1 条 この規則は、瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会条例(平成 28 年瀬戸市条例第

14 号)第 8 条の規定に基づき、瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会(以下「審議会」と

いう。)の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（委員） 

第 2 条 審議会の委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱する。 

（１）関係団体の代表者 

（２）公募による市民 

（３）学識経験者 

（４）その他市長が適当と認める者 

2 委員の任期は 2年とする。ただし、再任を妨げない。 

3 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（意見の聴取） 

第 3 条 審議会は、会長が必要と認めるときは、委員以外の者に意見を聴くことができる。 

（議事録） 

第 4 条 審議会は、会議の終了後、速やかに議事録を作成する。 

（委任） 

第 5 条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮つて

定める。 

附 則 

この規則は、平成 28年 4 月 1 日から施行する。 
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（３）瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会名簿 

  

  氏名 所属・団体等 役職等 

1 会 長 束村 博子 名古屋大学 生命農学研究科教授 

2 副会長 杉山 仁朗 富士特殊紙業株式会社 代表取締役 

3 委 員 松下 絵美 アピタ瀬戸店 店長 

4 委 員 大橋 良宣 瀬戸信用金庫 人事部長 

8 委 員 福永 富夫 瀬戸労働基準監督署 署長 

5 委 員 村瀬 毅 瀬戸商工会議所 事務局長 

6 委 員 横井 寿史 NPO 法人ファザーリング・ジャパン 理事 

7 委 員 中井 康代 しごと塾有志の会 代表 

9 委 員 前田 孝子 瀬戸市小中学校校長会 校長 

10 委 員 宮村 恵美子 瀬戸市小中学校 ＰＴＡ連絡協議会 母代副部長 

11 委 員 中村 貴美子 瀬戸市女性の悩みごと相談 相談員 

12 委 員 萱岡 愛 市民公募   

13 委 員 山本 隆三 市民公募   

14 委 員 青山 一郎 瀬戸市 副市長 
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 ７ 瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議 

（１）瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議設置要綱（Ｈ28 年） 

（目的） 

第１条 本市における女性活躍及び男女共同参画に係る施策を総合的かつ効果的に推進するため

に必要な調査及び検討を行うことを目的に、瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議（以

下「庁内会議」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 庁内会議の所掌事項は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）瀬戸市女性活躍推進計画の策定及び推進に関すること 

（２）瀬戸市男女共同参画プランの策定及び推進に関すること 

（３）男女共同参画社会実現の促進に係る総合調整に関すること 

（４）第１号及び第２号に掲げる計画の進捗管理に関すること 

（５）瀬戸市における女性の活躍推進に関する特定事業主行動計画の推進及び進捗管理に関するこ

と 

（６）その他目的達成に必要な事項に関すること 

（組織） 

第３条 庁内会議は、別表に掲げる職にあるものを委員として組織する。 

２ 会長には副市長を、副会長には交流活力部長をもって充てる。 

３ 委員の男女の比率がいずれも３０％を下回らないこととし、そのために必要があるときは、会

長は第１項に定める委員に代え又は追加し、課長補佐級以上の職にあるものを充てることができ

る。 

（会長及び副会長） 

第４条 会長は、庁内会議を代表し、会務を総理する。 

２ 会長は、庁内会議を招集し、その議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代行す

る。 

（ワーキンググループ） 

第５条 庁内会議に、第２条に定める事項の調査研究及び関係施策の企画をするためのワーキング

グループを置くことができる。 

２ ワーキンググループの委員は、実務担当職員から会長が指名する。ただし、委員の男女の比率

がいずれも４０％を下回らないよう均衡を図らなければならない。 

３ ワーキンググループは、交流学び課が招集し、主宰する。 

（意見聴取） 

第６条 庁内会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見又は

説明を聴くことができる。 

（庶務） 



  

86 

第７条 庁内会議に関する庶務は、交流活力部交流学び課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、庁内会議に関する事項は、会長が定める。 

 附 則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（瀬戸市男女共同参画推進庁内会議設置要綱の廃止） 

２ 瀬戸市男女共同参画推進庁内会議設置要綱（平成２４年４月１日制定）は、廃止する。 

 
 

（第３条関係） 

  職 名 

会長 副市長 

委員 経営戦略部長 

委員 人事室長 

委員 行政管理部長 

副会長 交流活力部長 

委員 産業課長 

委員 市民生活部長 

委員 健康福祉部長 

委員 社会福祉課長 

委員 こども家庭課長 

委員 健康課課長 

委員 都市整備部長 

委員 消防本部 消防長 

委員 教育部長 

委員 学校教育課長 
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（２）女性活躍推進及び男女共同参画庁内会議（部課長）名簿 

 

 氏 名 部課名 

1 会 長 青山 一郎 副市長 

２ 副会長 横山 彰 交流活力部長 

３ 委 員 大森 雅之 交流活力部産業課長 

４ 委 員 加藤 慎也 経営戦略部長 

５ 委 員 松崎 太郎 経営戦略部人事室長 

６ 委 員 加藤 仁章 行政管理部長 

７ 委 員 加藤 眞二 市民生活部長 

８ 委 員 磯村 玲子 市民生活部企画補佐兼生活安全課課長補佐 

９ 委 員 瀧本 文幸 健康福祉部長 

10 委 員 鈴木 なぎさ 健康福祉部企画補佐兼社会福祉課課長補佐 

11 委 員 小島 早苗 健康福祉部こども家庭課主幹 

12 委 員 樋口 照美 健康福祉部健康課課課長補佐 

13 委 員 柘植 義昭 都市整備部長 

14 委 員 矢野 研一 消防本部消防長 

15 委 員 加藤 都志雄 教育部長 

16 委 員 藤井 奈保 教育部学校教育課専門員兼指導主事 
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（３）女性活躍推進及び男女共同参画庁内ワーキンググループ名簿 

 

 氏 名 部課名 

１ 杉江 圭司 経営戦略室 

２ 印藤 祐子 経営戦略部人事室 

３ 森本 英裕 経営戦略部秘書室 

４ 藤掛 淳一 行政管理部財政課 

５ 吉川 貴光 交流活力部産業課 

６ 日栄 美奈 健康福祉部社会福祉課 

７ 内田 智高 健康福祉部高齢者福祉課  

８ 嶋津 優美 健康福祉部こども家庭課 

９ 青山 紀子 健康福祉部こども家庭課家庭児童相談室 

10 水野 智美 健康福祉部健康課  

11 加藤 淳 教育部学校教育課 

12 加藤 康子 市長直轄防災課  

13 平塚 啓 公募（人事課付 公立陶生病院）  

14 前嶋 依理子 公募（都市整備部都市計画課） 

 


